
環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

人材育
成および
活用

環境学
習プログ
ラムの整
備および
活用

場や機
会づくり

情報の
提供

連携・協
力のしく
みづくり

取組へ
の気運
を高める
普及啓
発

【指標】
人材育成に
係る研修会
等の参加者

数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標①】
環境学習プロ
グラム作成数

【指標②】
プログラムの

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な
ど）

目標設定とその考え方
増減理由・昨

年度実績

【指標】
場や機会づく
りを意図した
事業の参加

者数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

① ② ③ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑥ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

1 エコ・スクール推進事業 環境政策課
児童・生徒が主体的に環境学習や環境保全活動に取り組む力を育むた
め、学校全体で地域とともに環境学習に取り組む学校を「エコ・スクール」
として認定し、持続可能な社会の担い手の育成を図る。

○ ○ ○ ○ ○ 31 A

登録校への出
前授業を実施
し、琵琶湖を
取り巻く環境
問題やMLGｓに
ついて紹介を
した。

全ての登録校が、環境学習に関わる地域の方との連
携を図りながら活動に取り組むことを目指す。 R4:ー

5798 B

目標校数には
達することが
できなかった
が、それぞれ
の登録校が、
エコ・スクー
ルの趣旨に基
づき、特色の
ある活動を実
施することが
できた。

県基本構想実施計画において、エコ・スクール認定校
20校/年以上を目標としており、多くの児童生徒にエ
コ・スクールに取り組んでもらう。 R４：16校

2 「びわ湖の日」活動推進事業 環境政策課

「びわ湖の日」を中心として、自然環境に触れる機会や環境保全の取組
を促進するための啓発イベントを開催するとともに、「びわ活」をキーワー
ドとして、民間事業者等との連携により、琵琶湖に関わる様々な活動に
いざなう施策を展開する。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ー A

環境保全に関
わる学生ボラ
ンティア団体
等に協力いた
だき、イベン
トステージに
て活動紹介の
場を設けるこ
とができた。

滋賀県環境基本条例第8条の趣旨に基づき、びわ湖と
関わるきっかけづくりを展開する。

- - - A

環境イベント
の参加者が楽
しみながら琵
琶湖の環境を
学べるクイズ
ラリー等を作
成するととも
に、これまで
に作成した環
境啓発パンフ
レットを活用
した展示、資
料配布を行っ
た。

滋賀県環境基本条例第8条の趣旨に基づき、びわ湖と
関わるきっかけづくりを展開する。

- 3700 A

イベントの目
標参加者数を
上回る参加が
あったため。

滋賀県環境基本条例第8条の趣旨に基づき、多くの方
にびわ湖と関わってもらえるきっかけとなる場や機会を
つくることとしており、イベントの参加者数2000名を、組
織目標として定めている。

イベントの実施
場所および内
容の変更のた
め。
R4：3,000人

3 「びわ湖の日」情報発信事業 環境政策課
県内外に広く「びわ湖の日」を周知するため、「びわ湖の日」の啓発動画
を作成しSNS等を活用した情報発信を行う。

○ ○ ○ 50 A

実際に若者に
具体的なびわ
活を体験して
もらう機会と
なったことに
加え、琵琶湖
の魅力や価値
を取材・発信
するコンテン
ツとして有効
活用できたた
め。

滋賀県環境基本条例第8条の趣旨に基づき、びわ湖と
関わるきっかけづくりを展開する。

令和5年度から
新たに実施

4
「びわ湖の日」連続講座、出前授業の実
施

環境政策課
多くの人に琵琶湖の価値を認識いてもらうため、大学や学校等との連携
による「びわ湖の日」連続講座および出前授業を実施する。

○ ○ ○ ○ ○ 1241 A

大学等との連
携により、県
内外で琵琶湖
の環境につい
て学習する機
会を設けるこ
とができた。

滋賀県環境基本条例第8条の趣旨に基づき、びわ湖と
関わるきっかけづくりを展開する。

オンデマンド配
信時に学生が
見る機会を設け
ることができな
かったため。
R4:1943

1241 A

大学等との連
携により、県
内外で琵琶湖
の環境につい
て学習する機
会を設けるこ
とができた。

滋賀県環境基本条例第8条の趣旨に基づき、びわ湖と
関わるきっかけづくりを展開する。

オンデマンド配
信時に学生が
見る機会を設け
ることができな
かったため昨年
度より減少して
いるが、引き続
き多くの県内外
の人々に琵琶
湖の環境につ
いて学習する機
会を設けること
ができた。
R4:1943

5 消費者教育支援事業 県民活動生活課
学校における消費者教育の指導者を支援するため、教員に対して消費
者教育に関する研修機会等を提供し、学校現場における消費者教育の
推進を図る。

○ ○ ○

6
消費者月間講演会事業

県民活動生活課
５月の消費者月間にあわせて消費者市民社会をテーマとした講演会を、
県内の消費者団体と共催で実施する。

○ ○ 31 A

オンラインも併
用した形で講演
会を実施し、参
考として、エシ
カル消費につい
ても周知を図っ
た。

昨年度と同様
に、オンライン
を併用し開催
し、、参考とし
て、エシカル消
費についても周
知を図った。

施策３
場や機会づくり

例）活動団体への支援、環境講座や学習会、シンポジウムの開催、県民の交流の場づく
り、拠点や自然環境の利活用

番号 事業名 所属名 事業内容

１．県の施策の体系（６つの柱）別分類

施策1 施策２ 施策３ 施策４ 施策５ 施策６
施策1
人材育成および活用
例）人材の把握、リーダー育成、活動の場づくり、研修会など

施策２
環境学習プログラムの整備および活用
例）学習プログラムや事例の把握・収集、学習プログラム・教材の整備、情報提供など

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

Administrator
参考資料1



環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

①

1 エコ・スクール推進事業

2 「びわ湖の日」活動推進事業

3 「びわ湖の日」情報発信事業

4
「びわ湖の日」連続講座、出前授業の実
施

5 消費者教育支援事業

6
消費者月間講演会事業

番号 事業名

【指標】
ホームページ
等への情報

掲載数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
ネットワーク
等の登録団

体数

【指標】
市町・事業者
等との連携に
よる環境学習

実施回数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
イベント等の

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨年
度実績

⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑥ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑯ ⑰

18 B

目標校数には
達することが
できなかった
が、それぞれ
の登録校が、
エコ・スクー
ルの趣旨に基
づき、特色の
ある活動を実
施することが
できた。

県基本構想実施計画において、エコ・スクール認定校
20校/年以上を目標としており、エコ・スクールの環境
学習取組情報を周知していく。

新規の学校か
らの登録もあ
り、登録校数が
増加したため。

R４：16校

ー ー B

目標校数には
達することが
できなかった
が、それぞれ
の登録校が、
エコ・スクー
ルの趣旨に基
づき、特色の
ある活動を実
施することが
できた。

全ての登録校が環境学習に関する地域人材等との連
携を図りながら活動に取り組むことを目指す。

R4:16校 150 A

今年度から新
たに開催した
セミナーにお
いて、幅広い
参加者に対し
てエコ・ス
クール活動や
MLGｓを意識し
た環境学習の
取り組み方を
紹介した。

エコ・スクール認定校における環境学習の更なる推進
および県内のエコ・スクールの普及を目的に、しが環
境教育研究協議会のプログラムの一環として、エコ・ス
クールの取組紹介を実施する。
併せて、これまで環境学習に熱心に取り組まれてきた
活動校に対する支援の充実化およびエコ・スクール未
登録校や県内でMLGsや環境学習等に取り組まれる地
域団体、市町の環境学習担当者に対してエコ・スクー
ル活動のさらなる普及を図ることを目的としたセミナー
を開催する。

今年度から新たに
開催したセミナー
において、幅広い
参加者に対してエ
コ・スクール活動
やMLGｓを意識し
た環境学習の取り
組み方を紹介し
た。
R４：105名

エコ・スクール登録校に対する支援内容に、「環境学習に関
する出前授業の実施」等の項目を加えるなど、登録校への利
点を増やす工夫を行う。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

37 B

企業や民間団
体等との連携
により、「び
わ湖の日」を
中心とした関
連企画・イベ
ントの情報を
びわ活ホーム
ページに掲載
することがで
きた。

滋賀県環境基本条例第8条の趣旨に基づき、びわ湖と
関わるきっかけづくりを展開するため、民間事業者等、
様々な主体との連携による関連企画・イベント情報を
びわ活ホームページに掲載する。

昨年度と同程
度。
R4：39件

53 - A

滋賀県環境基
本条例第8条の
趣旨に基づ
き、びわ湖と
関わるきっか
けづくりを展
開するため、
民間事業者
等、様々な主
体との連携に
よる関連企
画・イベント
を募集し、協
力を呼びかけ
る。

滋賀県環境基本条例第8条の趣旨に基づき、びわ湖と
関わるきっかけづくりを展開するため、民間事業者等、
様々な主体との連携による関連企画・イベントを募集
し、協力を呼びかける。

庁内関係団体
へのアプローチ
を行う等周知を
図ったため。

R4：46件

3700 A

イベントの目
標参加者数を
上回る参加が
あったため。

滋賀県環境基本条例第8条の趣旨に基づき、多くの方
にびわ湖と関わってもらえるきっかけとなる場や機会を
つくることとしており、イベントの参加者数2000名を、組
織目標として定めている。

イベントの実施場
所および内容の
変更のため。
R4：3,000人

若年層(10代・20代)の環境保全行動実施率が低いことが課
題となっており、県内外の若者が、[びわ湖の日」をきかっけ
に環境のためにできることを考え行動する機会を創出する。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

約70 A

動画による発
信と合わせ
て、びわ活
ホームページ
やSNSの更新を
行い、情報の
充実を図っ
た。

滋賀県環境基本条例第8条の趣旨に基づき、びわ湖と
関わるきっかけづくりを展開する。

R4:約７０ - A

SNS等を活用
し、10代から
20代の若者を
中心に、琵琶
湖をはじめと
した自然環境
の魅力や興味
をもつきっか
けとなる動画
を作成した結
果、24万回以
上の再生回数
となった。
・環境政策課
公式インスタ
グラム：2万
6425回再生
（R6.５/15時
点）
・委託業者イ
ンスタグラ
ム：22.2万回
再生（R6.５
/15時点）

滋賀県環境基本条例第8条の趣旨に基づき、びわ湖と
関わるきっかけづくりを展開する。

動画作成数が昨
年度よりも増加し
たことに加え、委
託業者のSNS媒
体も活用して情報
発信を行ったた
め。
R4:5万回

SNSを活用することで、若い世代を中心に幅広い方々に情報
発信を行うことができたが、環境への興味関心から行動変容
を促すための仕掛けが新たな課題となっている。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

約20 A

「びわ湖の
日」連続講座
の情報を、県
が運営するＳ
ＮＳやホーム
ページに幅広
く掲載するこ
とができた。

滋賀県環境基本条例第8条の趣旨に基づき、びわ湖と
関わるきっかけづくりを展開する。

R4:約20 ー 13 A

大学等との連
携により、県
内外で琵琶湖
の環境につい
て学習する機
会を設けるこ
とができた。

滋賀県環境基本条例第8条の趣旨に基づき、びわ湖と
関わるきっかけづくりを展開する。

R4:13 1241 A

大学等との連
携により、県
内外で琵琶湖
の環境につい
て学習する機
会を設けるこ
とができた。

滋賀県環境基本条例第8条の趣旨に基づき、びわ湖と
関わるきっかけづくりを展開する。

オンデマンド配信
時に学生が見る
機会を設けること
ができなかったた
め昨年度より減少
しているが、引き
続き多くの県内外
の人々に琵琶湖
の環境について学
習する機会を設け
ることができた。
R4:1696

連続講座については、インターネット環境があればどこでも視
聴できるように、オンライン併用で実施し、一定期間オンデマ
ンド配信を実施する。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

- A

県教育委員会
等と協力して、
環境の係わり
方等の内容も
含んだ家庭科
で活用するワー
クシートを作成
し、県内の小学
校新５年生全員
に配布すること
ができたため。

小学校新５年生全員にワークシートを配付することを
目標とする。

昨年度も小学
校新５年生全員
にワークシート
を配付すること
ができた。

- - A

県教育委員会
等と協力して、
環境の係わり
方等の内容も
含んだ家庭科
で活用するワー
クシートを作成
し、県内の小学
校新５年生全員
に配布すること
ができたため。

小学校新５年生全員にワークシートを配付することを
目標とする。

昨年度も小学
校新５年生全員
にワークシート
を配付すること
ができた。

- A

県教育委員会
等と協力して、
環境の係わり
方等の内容も
含んだ家庭科
で活用するワー
クシートを作成
し、県内の小学
校新５年生全員
に配布すること
ができたため。

小学校新５年生全員にワークシートを配付することを
目標とする。

昨年度も小学校
新５年生全員に
ワークシートを配
付することができ
た。

今後も引き継ぎ、県教育委員会等と協力して、環境の係わり
方等の内容も含んだ家庭科で活用するワークシートを作成
し、県内の小学校新５年生全員に配布する。

○ ○ ○ ○ ○ ○

1 A

オンラインも併
用した形で講演
会を実施し、参
考として、エシ
カル消費につい
ても周知を図っ
た。

昨年度も、オン
ラインも併用し
た形で講演会を
実施し、参考と
して、エシカル
消費についても
周知を図った。

本事業については、交付金の活用期間が終了となるため、令
和５年度を最後に終了する。

○ ○ ○ ○ ○ ○

施策４
情報の提供

例）環境学習に関する様々な情報の提供（指導者、イベント、学習機会、支援に関する情報
など）

施策５
連携・協力のしくみづくり

例）学校、地域、行政など、各主体との交流や連携の場づくり

施策６
取組への気運を高める普及啓発

例）メディアや広報紙の活用、啓発冊子などの充実、イベントでの啓発、活動発表など

８．SDGsとの関連 ９．MLGｓとの関連

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

３．事業の課題・改善点
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環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

人材育
成および
活用

環境学
習プログ
ラムの整
備および
活用

場や機
会づくり

情報の
提供

連携・協
力のしく
みづくり

取組へ
の気運
を高める
普及啓
発

【指標】
人材育成に
係る研修会
等の参加者

数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標①】
環境学習プロ
グラム作成数

【指標②】
プログラムの

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な
ど）

目標設定とその考え方
増減理由・昨

年度実績

【指標】
場や機会づく
りを意図した
事業の参加

者数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

施策３
場や機会づくり

例）活動団体への支援、環境講座や学習会、シンポジウムの開催、県民の交流の場づく
り、拠点や自然環境の利活用

番号 事業名 所属名 事業内容

１．県の施策の体系（６つの柱）別分類

施策1 施策２ 施策３ 施策４ 施策５ 施策６
施策1
人材育成および活用
例）人材の把握、リーダー育成、活動の場づくり、研修会など

施策２
環境学習プログラムの整備および活用
例）学習プログラムや事例の把握・収集、学習プログラム・教材の整備、情報提供など

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

7 エシカル消費推進事業 県民活動生活課
エシカル消費を、県民一人ひとりが自分ごととして捉え、日々の生活に定
着させることを目的として、関係課等と連携を図り、エシカル消費啓発活
動を実施する。

○ ○

8 CO₂ネットゼロ社会づくり学習支援事業 CO₂ネットゼロ推進課
学校や地域においてＣＯ₂ネットゼロ社会の実現に向けた環境学習の推
進を図るため、地球温暖化防止活動推進員等が学校や地域に出向き学
習を進める。

○ ○ ○ ○ 5858 A
出前講座199回
実施（目標：150
回）

しがCO₂ネットゼロムーブメントの推進への寄与

推進員の活躍
により出前講座
の需要が例年
より増加

4 - A
推進員の活躍
により新規プロ
グラムを作成

推進員の活躍
により新規プロ
グラムを作成

- B

「教育しが」や
広報誌の掲載、
教員研修の場
での講座メ
ニュー紹介等を
通し、情報を発
信した。

- -

9 地球温暖化防止活動推進センター事業 CO₂ネットゼロ推進課
地球温暖化対策の普及啓発および地球温暖化防止活動推進員活動の
支援を行う事業で、地域でＣＯ₂ネットゼロ社会づくり出前講座等を実施す
る地球温暖化防止活動推進員の資質向上のための研修を行う。

○ ○ ○ 102 B

推進員のスキ
ルアップや活動
のサポート等を
目的に、推進員
に対する研修を
行った。

-
研修会回数1回
減昨年度実績：
111

10 節電・省エネ行動実践促進事業 CO₂ネットゼロ推進課

市町等と連携し環境イベントや公民館等で省エネ・節電提案会を開催
し、各家庭に応じた省エネ対策を提案する「うちエコ診断」の実施や、パ
ネル・実験器具を用いた啓発等を行い、家庭における省エネ・節電行動
の定着・促進を図る。

○ ○ ○ 116 A

家庭のエネル
ギー消費を診
断する「うちエコ
診断」につい
て、予定件数
100件の診断を
達成したため。

しがCO₂ネットゼロムーブメントの推進への寄与 -

11
しがCO₂ネットゼロ推進事業（次世代ワー
クショップ）

CO₂ネットゼロ推進課

次世代を担う若者（高校生～大学生）が、ＣＯ2 ネットゼロを自らの問題と
して捉え、個人や地域のレベルで身近なところからできる行動について
意見交換する機会を設けるとともに、意見交換を通じて生まれたアイデ
アを発信することにより、県民のＣＯ2 ネットゼロに向けた取組機運の向
上を図る。

○ ○ ○ B

県内地域への
フィールドワー
ク等を通じて、
参加者のＣＯ₂
ネットゼロに対
する理解に繋
げた。

しがCO₂ネットゼロムーブメントの推進への寄与 昨年継続 - B

県内地域への
フィールドワー
ク等を通じて、
参加者のＣＯ₂
ネットゼロに対
する理解に繋
げた。

しがCO₂ネットゼロムーブメントの推進への寄与 昨年継続

12 くらしの情報セミナー 消費生活センター
環境問題を含む、消費生活に関するタイムリーな情報を提供する講座を
開催する。

○ 　 97 A

対面のセミナー
に加え、
YouTubeのオン
ライン配信を活
用することで効
果的なセミナー
開催ができたた
め

オンラインを活用し幅広く県民に受講できるよう、効果
的なセミナー開催を図る

サテライト会場
を廃止し、
YouTubeでのオ
ンライン配信に
切り替えた
R4実績：143

13 親子くらしの体験セミナー 消費生活センター
夏休み期間中に親子を対象として、消費生活への関心を深めてもらえる
よう、体験型のセミナーを開催する。

○ 　 114 B

定員計160名の
8割に対して、
88.7%の参加率
であった

体験型セミナーを２種（AM,PM）の４回実施し、参加親
子数の増加を図る

－

14 政策研修センター研修 政策研修センター
新規採用職員研修および主任主事・主任技師級研修において、環境行
政の歴史、課題や取組等を学習する科目を実施する。

○ 392 A

各研修を計画
どおりに実施す
ることができ
た。

例年の研修の実施状況を踏まえ、新規採用職員研
修、主任主事・主任技師級研修による研修の実施（科
目数）を目標値とする。

対象者数の増
加・昨年度指標
（367人）

15 滋賀県中学生水の作文コンクール 琵琶湖保全再生課
「水の日」および「水の週間」の行事の一環として、次代を担う中学生を
対象とした作文コンクールを実施することにより、広く水に対する関心を
高め理解を深める。

○ ○ ○ 250 B

250編の応募が
あり、優秀作品
は新聞（京都新
聞）へ掲載され
た。

作文コンクールへの応募者数。
昨年度は232編
の応募があっ
た。

250 B

250編の応募が
あり、優秀作品
は新聞（京都新
聞）へ掲載され
た。

作文コンクールへの応募者数。
昨年度は232編
の応募があっ
た。

16 早崎内湖再生事業 琵琶湖保全再生課
早崎ビオトープには数多くの生物が生息しており、環境学習（生物観察
会）の場として、自然環境の大切さを考えるきっかけとして活用する。

○ ○ 3 74 A

想定以上の３回
実施することが
できた。夏の観
察会では、釣竿
を手作りするな

年２回以上の観察会の実施を委託積算している。

別団体が中心
で実施していた
イベントを引き
継いだため実
施回数が増加

74 B

回数は増加した
ものの、募集人
数に満たない回
もあったため。

年２回以上の観察会の実施を委託積算している。
回数、参加人数
ともに昨年より
は増加した。

17 びわこルールキッズ事業 琵琶湖保全再生課
外来魚のノーリリースに協力してもらえる小中学生を募集する。琵琶湖
の生態系の現状を知ってもらい、環境問題への意識の啓発と、ノーリ
リースの周知・定着を図る。

○ ○ 309 C
事業への参加
者数が少な
かったため

事業参加者数の、過去の５か年の実績平均が390人で
あった

昨年度440人

18 外来魚釣り上げ名人事業 琵琶湖保全再生課

年間を通じた外来魚駆除釣り事業。外来魚の釣り上げによる駆除をライ
フスタイルに取り入れて釣り上げ「名人」にチャレンジいただく。継続して
活動する釣り人を応援し、外来魚のさらなる駆除とノーリリースの定着を
図る。

○ ○ ○ 42 B
参加者数が減
少したため。

事業参加者数の過去の５か年の実績平均が49人・団
体であった。

高齢化や事情
により参加者が
減少。昨年度実
績45人

42 B
参加者数が減
少したため。

事業参加者数の過去の５か年の実績平均が49人・団
体であった。

高齢化や事情
により参加者が
減少。昨年度実
績45人

19
びわこルールキッズ釣り大会（外来魚駆
除釣り大会）

琵琶湖保全再生課
琵琶湖の生態系の現状を知ってもらい、環境問題の意識の啓発と、ノー
リリースの周知定着を図る。併せて「びわこルールキッズ」登録会を実施
する。

○ 202 C
事業への参加
者数が少な
かったため

特に目標は設定していない。 昨年度275人

20
おもしろ下物ビオトープ水辺のにぎわい
創生事業

琵琶湖保全再生課
下物ビオトープでヨシ帯に住む生き物を観察することで、琵琶湖における
ヨシ帯の機能を学習する。

○ 42 A

R２年度：２６人
R３年度：２４人
R４年度：３０人
R５年度：４２人
平均：３０人

過去4年間の実績平均が約20人であった。
昨年度実績３０
名。



環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

番号 事業名

7 エシカル消費推進事業

8 CO₂ネットゼロ社会づくり学習支援事業

9 地球温暖化防止活動推進センター事業

10 節電・省エネ行動実践促進事業

11
しがCO₂ネットゼロ推進事業（次世代ワー
クショップ）

12 くらしの情報セミナー

13 親子くらしの体験セミナー

14 政策研修センター研修

15 滋賀県中学生水の作文コンクール

16 早崎内湖再生事業

17 びわこルールキッズ事業

18 外来魚釣り上げ名人事業

19
びわこルールキッズ釣り大会（外来魚駆
除釣り大会）

20
おもしろ下物ビオトープ水辺のにぎわい
創生事業

【指標】
ホームページ
等への情報

掲載数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
ネットワーク
等の登録団

体数

【指標】
市町・事業者
等との連携に
よる環境学習

実施回数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
イベント等の

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨年
度実績

施策４
情報の提供

例）環境学習に関する様々な情報の提供（指導者、イベント、学習機会、支援に関する情報
など）

施策５
連携・協力のしくみづくり

例）学校、地域、行政など、各主体との交流や連携の場づくり

施策６
取組への気運を高める普及啓発

例）メディアや広報紙の活用、啓発冊子などの充実、イベントでの啓発、活動発表など

８．SDGsとの関連 ９．MLGｓとの関連

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

３．事業の課題・改善点

101 2 3 4 5 6 7 8 9 511 12 13 14 15 16 17 1 2 3 4 12 136 7 8 9 10 11

1 A

小中学生（対
象：小学５年生
から中学３年
生）にもエシカ
ル消費につい
て理解いただけ
る具体的なエシ
カル消費の例を
盛り込んだオリ
ジナル冊子を作
成し、県内小中
学校に配付し、
授業等での活
用を促し啓発を
実施した。ま
た、県HPにも作
成した冊子の
データを掲載し
た。

小中学生向けのエシカル消費啓発冊子作成

昨年度は、県
HPに最新のエ
シカル消費啓
発冊子のデータ
を掲載し、チラ
シおよびポス
ターも併せて掲
載した。

- A

滋賀県消費生
活センター主催
で実施した「消
費生活パネル
展示」や草津市
主催の「草津市
地球冷やしたい
推進フェア」に
おいて、啓発を
行った。また、
小中学生向け
に滋賀県オリジ
ナルのエシカル
消費啓発冊子
を関係課等と連
携し作成した。

パネル展での啓発および啓発冊子配布によりエシカル
消費啓発ができていたかどうか。

昨年度は、滋賀県
消費生活センター
主催の「消費生活
フェスタ」でのパネ
ル展示および草
津市主催の「草津
市地球冷やしたい
推進フェア」にお
いて、啓発を行っ
た。また、滋賀県
オリジナルのエシ
カル消費啓発冊
子を関係課等と連
携し作成した。

今後、冊子の更新だけではなく、出前講座を実施して幅広く
エシカル消費について周知を図っていく必要がある。

○ ○ ○ ○ ○ ○

- B

各講座におい
て、数多くある
学習メニューか
その場に適した
題材を選択し、
効果的な学習
を実施した。

- - ○ ○ ○ ○

1 B

推進員用の啓
発マニュアル等
を作成し、セン
ターホームペー
ジ員掲載した。

- - - B

イベントの開催
や啓発冊子の
更新など、普及
啓発を行った。

- ○ ○ ○ ○

－ B

イベントや各市
町の広報媒体
等も利用しなが
ら取組の周知を
した。

－ － - B

イベントや自治
体の集会等も
利用しながら診
断を実施した。

－ ○ ○ ○ ○

- B

県内地域への
フィールドワー
ク等を通じて、
参加者のＣＯ₂
ネットゼロに対
する理解に繋
げた。

しがCO₂ネットゼロムーブメントの推進への寄与 昨年継続

実際に地域を訪問したり、対面での意見交換が行えたことに
より、参加者の満足度も高かった。一方、体験した内容を発
信することでより多くの県民に対しCO₂ネットゼロの理解・啓発
を波及させることが事業の課題であると認識。

○ ○ ○ ○

-
広報強化による改善によりオンライン配信の視聴者数増加を
図る。

○

-
セミナー実施後アンケートの中に体験時間の短さについて指
摘があり、タイムスケジュールの調整により改善を図る。

○

知識の習得だけではなく、県の取組を実際に体験する機会を
設けた。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

250 B

250編の応募が
あり、優秀作品
は新聞（京都新
聞）へ掲載され
た。

作文コンクールへの応募者数。
昨年度は232編の
応募があった。

応募数が伸びるように、過去に応募があった中学校に電話を
かけて応募依頼を行った。

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

309 C
事業への参加
者数が少な
かったため

事業参加者数の、過去の５か年の実績平均が390人で
あった

昨年度実績440人 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

42 C
参加者数が減
少したため。

事業参加者数の過去の５か年の実績平均が49人・団
体であった。

高齢化や事情に
より参加者が減
少。昨年度実績45
人

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○



環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

人材育
成および
活用

環境学
習プログ
ラムの整
備および
活用

場や機
会づくり

情報の
提供

連携・協
力のしく
みづくり

取組へ
の気運
を高める
普及啓
発

【指標】
人材育成に
係る研修会
等の参加者

数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標①】
環境学習プロ
グラム作成数

【指標②】
プログラムの

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な
ど）

目標設定とその考え方
増減理由・昨

年度実績

【指標】
場や機会づく
りを意図した
事業の参加

者数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

施策３
場や機会づくり

例）活動団体への支援、環境講座や学習会、シンポジウムの開催、県民の交流の場づく
り、拠点や自然環境の利活用

番号 事業名 所属名 事業内容

１．県の施策の体系（６つの柱）別分類

施策1 施策２ 施策３ 施策４ 施策５ 施策６
施策1
人材育成および活用
例）人材の把握、リーダー育成、活動の場づくり、研修会など

施策２
環境学習プログラムの整備および活用
例）学習プログラムや事例の把握・収集、学習プログラム・教材の整備、情報提供など

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

21 マザーレイクゴールズ（MLGs）推進事業 琵琶湖保全再生課

地域における多様な活動が自発的に創出され、琵琶湖流域の自然環境
やそれを取り巻く暮らしの改善、持続可能な社会につながるよう、琵琶湖
版SDGsであるマザーレイクゴールズ（MLGs）を推進し、ワークショップ等
を実施する。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 2885 A
32回実施
（R6.02末時点）

ワークショップの年間開催数10回

他団体主催の
イベントで呼ば
れることが多
かった（昨年
度：44回2,362
人）

32 2885 A

32回実施
（R6.02末時点）
新たな主体との
連携や、同じイ
ベントでもマイ
ナーチェンジし
て実施した。

ワークショップの年間開催数10回

他団体主催の
イベントで呼ば
れることが多
かった（昨年
度：44回2,362
人）

2885 A

WS等参加者
2,885人（R6.02
末時点）

ワークショップの年間開催数10回

他団体主催の
イベントで呼ば
れることが多
かった（昨年
度：44回2,362
人）

22 ごみゼロしが推進事業 循環社会推進課

さらなるごみ減量や温室効果ガスをはじめとする環境負荷低減に向け
て、事業者、団体および市町等と連携しながら、買い物ごみおよび食品
ロスの削減やグリーン購入の推進に係る普及啓発等を行い、県民や事
業者の取組を促進。
また、「しがプラスチックチャレンジプロジェクト」として、プラスチックごみ
削減の実践行動を後押しするための普及啓発を実施。

○ ○ ○ － B

「買い物ごみ・
食品ロス削減
推進協議会」を
２回開催
環境に優しい買
い物キャンペー
ンの一斉啓発
活動の実施。

特に目標は設定していない。

昨年度
「買い物ごみ・
食品ロス削減
推進協議会」を
２回開催
環境に優しい買
い物キャンペー
ンの一斉啓発
活動の実施。

23 資源化情報等提供事業 循環社会推進課
県民や事業者に対して、３Ｒや廃棄物の適正処理に向けた自発的な取
組を促すため、ごみ減量・資源化情報サイト「ごみゼロチャレンジしが」な
どにより情報提供を行う。

○ ○

24 環境保全県民活動支援事業 循環社会推進課

琵琶湖をはじめとする湖国のすぐれた自然環境を保全し、かつ積極的に
環境美化を図ることを目的として、県民、事業者等と一体となった環境美
化運動を推進
※淡海エコフォスター事業と環境美化活動推進事業について事業名を
統合

○ ○ 197019 B

一年度24万人
には届かなかっ
たものの、昨年
度より回復した
ため。

第五次滋賀県廃棄物処理計画の目標値である「『環境
美化の日』を基準とした環境美化運動参加者数が計画
期間累計で120万人 」より算出

各種媒体で幅
広い世代に周
知するととも
に、新型コロナ
ウイルス感染状
況が比較的落
ち着いている時
期に実施できた
ため。
（参考）
令和４年度：
194802名

25
自治振興交付金（エコライフ地域住民活
動推進事業）

循環社会推進課

市町または住民組織が中心となって実施するごみ減量・リサイクル、水
環境保全、地球温暖化防止などのライフスタイルの変革につながる実践
活動および意識啓発活動に要する経費に対して市町へ交付金を交付す
る。

○ ○

26 森林環境学習「やまのこ」事業 森林政策課
森林をはじめとする環境に理解を深めるとともに、人と豊かに関わる力を
育むため、学校教育の一環として、県内小学校４年生を対象に、森林体
験交流施設やその周辺の森林を使った体験型の学習を展開する。

○ ○ 141 A

専任指導員・地
域サポーターに
対して、現在の
課題に応じた研
修を行った。
想定より参加者
数が多く、アン
ケートの結果も
好評だった。

琵琶湖森林づくり基本計画において、「やまのこ」事業
をはじめとする森林環境学習を推進することとしてい
る。

対象を絞った研
修としたため、
人数は減となっ
た。
R４年度実績：
3回、142人

13371 A

県内すべての
学校において、
「やまのこ」事業
を実施すること
ができたため。
(参考）
実施233校

琵琶湖森林づくり基本計画において、「やまのこ」事業
をはじめとする森林環境学習を推進することとしてい
る。

教育委員会や
受入施設と連
携し、確実に事
業を実施するこ
とができた。
(参考）
R4年度13,453
人

27 幼児里山保育推進事業 森林政策課

自然体験活動を積極的に取り入れている団体の社会的な認知や信頼性
の向上を図るとともに、森林環境学習のすそ野を拡げるため、「しが自然
保育認定制度」の認定を得て、森林での活動を増やそうとする団体に対
し、必要な経費を助成するとともに、指導者等の実地研修や勉強会を開
催する。

○ ○ 206 A

幼児里山保育
指導者育成事
業により、研修
会等を実施し
た。

琵琶湖森林づくり基本計画において、自然を活用した
幼児教育・保育を推進することとしている。

昨年度より少し
参加者数が
減ったものの、
研修会等は予
定していた回数
を実施すること
ができた。
(参考）
Ｒ４年度229人

1035 A

自然を活用した
幼児教育・保育
を積極的に行う
団体を認定する
とともに、普及
啓発の取組を
推進した。

琵琶湖森林づくり基本計画において、自然を活用した
幼児教育・保育を推進することとしている。

他部局や外郭
団体とも連携し
ＰＲを行ったた
め。
Ｒ４年度　970人

28
緑のダムづくり啓発活動
（ﾌｸﾛｳ先生の森・守塾）

森林保全課

自助共助による防災対策の推進や、緑のダムづくりによる防災対策がい
かに重要であるかを地域へ普及するとともに、林野公共事業の推進が本
県の環境・防災対策上いかに重要な位置づけにあるかを県民に向け発
信していく。
(1)がんばれﾌｸﾛｳ君塾・・次代を担う子どもたちへ！
次代を担う子どもたちに、「緑のダムづくり」が環境や地域を守る上でい
かに大切かを、啓発模型やクイズをつうじて学んでもらう。
(2)森・守講座・・・・・・地域での森づくりの推進のために！
間伐の重要性や自助共助による防災対策の推進を啓発するとともに、地
域において関心のある「緑のダムづくり」施策等を紹介する。

○ ○ ○ ○ 363 A

例年依頼のあ
る学校以外に、
やまのこ学習の
事前授業として
HP等を確認し
依頼されること
が増えたため。

過去の5か年の実績平均が2.8回であった。
昨年度実績：3
回

- 363 A

例年依頼のあ
る学校以外に、
やまのこ学習の
事前授業として
HP等を確認し
依頼されること
が増えたため。

過去の5か年の実績平均が2.8回であった。
昨年度実績：3
回



環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

番号 事業名

21 マザーレイクゴールズ（MLGs）推進事業

22 ごみゼロしが推進事業

23 資源化情報等提供事業

24 環境保全県民活動支援事業

25
自治振興交付金（エコライフ地域住民活
動推進事業）

26 森林環境学習「やまのこ」事業

27 幼児里山保育推進事業

28
緑のダムづくり啓発活動
（ﾌｸﾛｳ先生の森・守塾）

【指標】
ホームページ
等への情報

掲載数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
ネットワーク
等の登録団

体数

【指標】
市町・事業者
等との連携に
よる環境学習

実施回数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
イベント等の

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨年
度実績

施策４
情報の提供

例）環境学習に関する様々な情報の提供（指導者、イベント、学習機会、支援に関する情報
など）

施策５
連携・協力のしくみづくり

例）学校、地域、行政など、各主体との交流や連携の場づくり

施策６
取組への気運を高める普及啓発

例）メディアや広報紙の活用、啓発冊子などの充実、イベントでの啓発、活動発表など

８．SDGsとの関連 ９．MLGｓとの関連

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

３．事業の課題・改善点

101 2 3 4 5 6 7 8 9 511 12 13 14 15 16 17 1 2 3 4 12 136 7 8 9 10 11

32 A
32回実施
（R6.02末時点） ワークショップの年間開催数10回

他団体主催の
イベントで呼ば
れることが多
かった（昨年
度：44回2,362
人）

1578 32 A

MLGs賛同者
1,578者
WS等　32回実
施（R6.02末時
点）

ワークショップの年間開催数10回

他団体主催の
イベントで呼ば
れることが多
かった（昨年
度：44回2,362
人）

2885 A

WS等参加者
2,885人（R6.02
末時点）

ワークショップの年間開催数10回

他団体主催のイ
ベントで呼ばれる
ことが多かった
（昨年度：44回
2,362人）

自前のワークショップでは、集客が課題。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

54 2 B

「買い物ごみ・
食品ロス削減
推進協議会」を
２回開催
環境に優しい買
い物キャンペー
ンの一斉啓発
活動の実施。

特に目標は設定していない。

「買い物ごみ・
食品ロス削減
推進協議会」を
２回開催
環境に優しい買
い物キャンペー
ンの一斉啓発
活動の実施。

122 B

・サーキュラー
エコノミー促進
啓発イベントの
実施
・ごみ３R出前
講座２回実施
（①治田東コ
ミュニティセン
ター30名、②栗
東市ごみ減量リ
サイクル推進会
議92名）

特に目標は設定していない。

・サーキュラーエ
コノミー促進啓発
イベントの実施
・ごみ３R出前講
座１回実施

特になし ○ ○ ○ ○ ○ ○

－ B

ごみ減量・資源
化情報サイト
「ごみゼロチャ
レンジしが」の
定期更新

特に目標は設定していない。

昨年度
ごみ減量・資源
化情報サイト
「ごみゼロチャ
レンジしが」の
定期更新

－ B

プラごみ、食ロ
ス等の先進的
な取組を行う事
業者の取材、取
組事例を紹介

特に目標は設定していない。

昨年度
プラごみ、食ロス
等の先進的な取
組を行う事業者の
取材、取組事例を
紹介

特になし ○ ○ ○ ○ ○ ○

197019 B

一年度24万人
には届かなかっ
たものの、昨年
度より回復した
ため。

第五次滋賀県廃棄物処理計画の目標値である「『環境
美化の日』を基準とした環境美化運動参加者数が計画
期間累計で120万人 」より算出

各種媒体で幅広
い世代に周知する
とともに、新型コロ
ナウイルス感染状
況が比較的落ち
着いている時期に
実施できたため。
（参考）
令和４年度：
194802名

○ ○ ○ ○ ○ ○

－ 1 B

市町や自治会
等が実施する
事業に対して、
交付要綱等に
基づき、適正に
交付した。

特に目標は設定していない。

昨年度
市町や自治会
等が実施する
事業に対して、
交付要綱等に
基づき、適正に
交付した。

－ B

市町や自治会
等が実施する
事業に対して、
交付要綱等に
基づき、適正に
交付した。

特に目標は設定していない。

昨年度
市町や自治会等
が実施する事業
に対して、交付要
綱等に基づき、適
正に交付した。

特になし ○ ○ ○ ○ ○ ○

参加学校と受入施設の連携を深めるとともに、より質の高い
プログラムを検討する必要がある。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

認定制度や、自然保育の認知度が低いこと、認定団体が伸
びないことが課題。教育・保育現場に対して庁内連携した普
及啓発が必要である。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1 A
昨年度実績：1
箇所

過去の5か年の実績平均が1箇所であった。
昨年度実績：1
箇所

- 363 A

パワーポイント
を用いた説明と
模型を使った実
演により森林の
働きと治山事業
の効果につい
て、参加者に具
体的なイメージ
を抱いていただ
いたため。

過去の5か年の実績平均が2.8回であった。 昨年度実績：3回
・模型を通じた体験型の学びを積極的に行った。
・動画やクイズを活用する時間を増やし、聞き手がより興味を
持てるような講義を行った。

○ ○ ○ ○ ○ ○



環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

人材育
成および
活用

環境学
習プログ
ラムの整
備および
活用

場や機
会づくり

情報の
提供

連携・協
力のしく
みづくり

取組へ
の気運
を高める
普及啓
発

【指標】
人材育成に
係る研修会
等の参加者

数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標①】
環境学習プロ
グラム作成数

【指標②】
プログラムの

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な
ど）

目標設定とその考え方
増減理由・昨

年度実績

【指標】
場や機会づく
りを意図した
事業の参加

者数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

施策３
場や機会づくり

例）活動団体への支援、環境講座や学習会、シンポジウムの開催、県民の交流の場づく
り、拠点や自然環境の利活用

番号 事業名 所属名 事業内容

１．県の施策の体系（６つの柱）別分類

施策1 施策２ 施策３ 施策４ 施策５ 施策６
施策1
人材育成および活用
例）人材の把握、リーダー育成、活動の場づくり、研修会など

施策２
環境学習プログラムの整備および活用
例）学習プログラムや事例の把握・収集、学習プログラム・教材の整備、情報提供など

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

29
野生鳥獣保護対策事業（愛鳥モデル校
愛鳥講演会）

自然環境保全課
子どもたちの鳥を大切にする心を育てることを目的として、愛鳥講演会、
野鳥観察会を行う。

○ ○ 5校 B

愛鳥モデル校7
校のうち、講演
会を開催したの
は5校のため。

市町の推薦により県が指定する愛鳥モデル校で愛鳥
講演会を実施する。

30
鳥獣保護思想の普及啓発（愛鳥週間ポ
スターコンクールの実施）

自然環境保全課
子どもたちの鳥を大切にする心を育てることを目的として、愛鳥週間ポス
ターの募集・表彰を行う。

○ ○ 240点 A

過去5年（H29～
R3）の応募作品
数平均を超える
応募があったた
め。

過去5年（H30～R4）の応募作品数平均130点

31 生物多様性保全推進事業 自然環境保全課

生物多様性の保全と自然資源の持続的な利活用に取り組む事業者を認
証することにより、生物多様性に取り組んでいる事業者の取組を「見える
化」し、認証事業者の社会的な付加価値を増加させることで、社会経済
活動における生物多様性の視点の浸透を図る。

○ ○ 13者 B
目標の概ね８割
程度の認証を
行ったため。

2050年度までの長期的な目標として累計500件を認証
する（年間概ね15～16件)。
※生物多様性しが戦略2015の目標を準用

32 ラムサールびわっこ大使事業 自然環境保全課
県内小学生の中から「ラムサールびわっこ大使」を募集し、環境に関する
交流の場等での発表機会を経験させることにより、環境保全活動の核と
なる次世代のリーダーを育成する。

○ ○ ○ 11 A
参加人数が目
標値を上回った
ため。

滋賀県の環境や社会のために主体的に行動していくこ
とのできる子供たちの育成を目的として、10名程度を
募集。

11名 A
参加人数が目
標値を上回った
ため。

滋賀県の環境や社会のために主体的に行動していくこ
とのできる子供たちの育成を目的として、10名程度を
募集。

33 外来生物防除対策事業 自然環境保全課
外来生物についての普及啓発を行うとともに、県民やNPO法人、市町な
どの多様な主体による外来種の監視および駆除活動を支援し外来種の
駆除を促進するとともに、新たな侵入種の早期防除を図る。

○ ○ 13件 A
活動件数が目
標値を上回った
ため。

ボランティア等多様な主体によるオオバナミズキンバイ
の除去活動を10件以上行う。

34 水生生物調査用具の貸出 東近江環境事務所
水生生物調査を行う学校や地域団体等に、必要な用具（顕微鏡、網、
バット、ザル等）を貸し出すことにより、体験できる機会を支援する。

○ ○ - B
今年度、器具貸
し出しの依頼は
なかった。

特になし
R4年度も貸出
実績なし。

35 流域活動促進支援事業 東近江環境事務所
東近江環境保全ネットワークの構成団体等との協働により、体験活動、
交流活動を実施し、参加者が学びや気づきの機会をもつことで、環境保
全を含めた活動を推進・支援

○ ○ 424 A

大学生の参加
を調整し、４つ
のイベントに参
加いただいた。

組織目標：大学生の活動への参加を通じた活性化を
図る。

R4年度実績580
名。

36 流域活動促進支援事業 湖東環境事務所
環境フォーラム湖東（流域協議会）と協働し、地域における住民の環境へ
の関心を高め、水環境の維持・保全に繋げるため、自然観察会等を開催
する。（川の生き物観察会、環境シンポジウム）

○ 100名 A

生き物観察会
や環境シンポジ
ウムを通じて、
参加者に環境
への関心を持っ
てもらうことがで
きた。

具体的な目標設定は行っていない。 -

37 自然観察会実施への支援 湖東環境事務所
水生生物観察会を行う団体等に必要な道具（バット、ザル、虫眼鏡、ピン
セット等）を貸し出すことにより、自然観察会実施を支援する。

○ ー A

自然観察会を
行う団体の取り
組みに支援す
ることができ
た。

依頼に対応する ー

38 琵琶湖講習 琵琶湖環境科学研究センター
依頼に応じて、琵琶湖の水環境や滋賀の持続可能な社会のあり方等の
試験研究から得られた成果、知見を紹介する。

○ ○ ○ 1404 A

目標は設定して
いないが、昨年
度よりも多かっ
たため。

特に目標は設定していない。

コロナ禍の制限
が緩和され、参
加者数が増加
したため。
（昨年度）1145

39 環境学習センター運営事業 琵琶湖博物館
環境学習をする拠点の1つとして県内の環境学習等を促進するため、イ
ンターネットを活用した情報提供、環境学習推進員による相談活用、環
境学習用具等の貸出などを行う。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 7 B

令和5年度末で
136人の環境学
習指導者、通称
「教えてくれる
人」をセンター
内で登録してい
る.年間紹介件
数は11件であっ
た。令和4年度
から続いて「教
えてくれる人」
のスキルアップ
を目的とした研
修会である「環
境・ホット・カ
フェ」を実施し
た。引き続き、
開催を重ねた
い。

R3～R9年度での「教えてくれる人」新規登録者数70名
を目指すとともに、教えてくれる人の紹介件数をもって
人材活用の目安とする。

令和4年度末の
環境学習指導
者数：132
紹介件数：22件

1
貸出用具の利
用件数：73件

A

令和5年度末で
186の環境学習
プログラムを登
録しているが、
センターを通さ
ずマッチングす
る例もあるた
め、現状、活用
件数を把握する
方法がない。
令和4年11月か
ら自主的な環
境学習を支援
する備品（顕微
鏡など：環境学
習メニュー）の
貸出について
は利用件数も
非常に多く、好
評であった。

年1～2件の環境学習メニューの拡充を目指す。

令和4年度末の
環境学習プログ
ラム数：181件

新型コロナに関
する制限がなく
なったため、各
団体での活動
が活発になった
ことが増加につ
ながった。

161 B

イベント一回あ
たりの参加者は
昨年までとほと
んど変わりな
かったとともに、
参加者が計数
できないイベン
トでの出展も盛
況であったため
（イナズマロック
フェスでのブー
ス出展）。

それぞれのイベントの効果を検証しながら、イベント当
たりの参加者数の維持または増加を目指す。

R4年度参加者
数：902人（参加
者数は、土日祝
のみ集計）
令和4年度はそ
もそもイベント
の実施件数が
非常に多かっ
た。

40 教員研修受入れ 琵琶湖博物館
教員の身近な自然への興味関心を高めるとともに、より高度な博物館利
用者を促すことを目的として、教職員への研修を実施する。

○ ○ ○ 253 A

県内小学校や
特別支援学校
の教員を対象
に、体験的な活
動を重視した研
修会を実施する
ことができた。
中学校教員を
対象とした研修
の機会が少な
い。

研修会の種類と回数、受講者数と研修内容。

研修の数は昨
年と同様。増
２。
昨年度255名



環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

番号 事業名

29
野生鳥獣保護対策事業（愛鳥モデル校
愛鳥講演会）

30
鳥獣保護思想の普及啓発（愛鳥週間ポ
スターコンクールの実施）

31 生物多様性保全推進事業

32 ラムサールびわっこ大使事業

33 外来生物防除対策事業

34 水生生物調査用具の貸出

35 流域活動促進支援事業

36 流域活動促進支援事業

37 自然観察会実施への支援

38 琵琶湖講習

39 環境学習センター運営事業

40 教員研修受入れ

【指標】
ホームページ
等への情報

掲載数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
ネットワーク
等の登録団

体数

【指標】
市町・事業者
等との連携に
よる環境学習

実施回数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
イベント等の

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨年
度実績

施策４
情報の提供

例）環境学習に関する様々な情報の提供（指導者、イベント、学習機会、支援に関する情報
など）

施策５
連携・協力のしくみづくり

例）学校、地域、行政など、各主体との交流や連携の場づくり

施策６
取組への気運を高める普及啓発

例）メディアや広報紙の活用、啓発冊子などの充実、イベントでの啓発、活動発表など

８．SDGsとの関連 ９．MLGｓとの関連

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

３．事業の課題・改善点

101 2 3 4 5 6 7 8 9 511 12 13 14 15 16 17 1 2 3 4 12 136 7 8 9 10 11

5校 B

愛鳥モデル校7
校のうち、講演
会を開催したの
は5校のため。

市町の推薦により県が指定する愛鳥モデル校で愛鳥
講演会を実施する。

○ ○ ○

240点 A

過去5年（H29～
R3）の応募作品
数平均を超える
応募があったた
め。

過去5年（H30～R4）の応募作品数平均130点 ○ ○ ○

13者 B
目標の概ね８割
程度の認証を
行ったため。

2050年度までの長期的な目標として累計500件を認証
する（年間概ね15～16件)。
※生物多様性しが戦略2015の目標を準用

○ ○ ○

11名 A
全ての事前学
習会等の機会
に全員が参加。

滋賀県の環境や社会のために主体的に行動していくこ
とのできる子供たちの育成を目的として、10名程度を
募集。

○ ○ ○ ○

13件 A
活動件数が目
標値を上回った
ため。

ボランティア等多様な主体によるオオバナミズキンバイ
の除去活動を10件以上行う。

○ ○

1 B

用具の貸出に
ついて東近江
環境保全ネット
ワークHP上で
周知

特になし。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9 B

HP上に活動情
報を掲載し、情
報発信を行っ
た。

特になし。 R4年度9件。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

特になし ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

1 A

目標は設定して
いないが、昨年
度よりも多かっ
たため。

特に目標は設定していない。

コロナ禍の制限
が緩和され、参
加者数が増加
したため。

1404 A

目標は設定して
いないが、昨年
度よりも多かっ
たため。

特に目標は設定していない。

コロナ禍の制限が
緩和され、参加者
数が増加したた
め。
（昨年度）1145

試験研究から得られた知見の「地域への還元」のため、可能
な限り依頼を受けるよう努めた。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

273件 A

コロナ感染症の
制限緩和によ
り、各団体の活
動が昨年度より
増加したため。

ホームページ「エコロしーが」での情報発信件数を昨年
と同じまたは増加を目指す。

241件 58団体 1 B

こどもエコクラブ
事業において、
令和5年度は学
校などを中心に
58団体に登録
いただき、登録
するクラブの活
動成果の壁新
聞・絵日記を展
示する「淡海こ
どもエコクラブ
活動交流会」で
は、10団体の参
加となった。今
後は応募が少
ない北部を中心
にさらなる参加
を呼びかけた
い。

「淡海こどもエコクラブ活動交流会」への参加団体およ
び壁新聞・絵日記の応募件数

R４年度淡海こ
どもエコクラブ
活動交流会へ
の参加団体数：
11団体

161 B

イベント一回あ
たりの参加者は
昨年までとほと
んど変わりな
かったとともに、
参加者が計数
できないイベン
トでの出展も盛
況であったため
（イナズマロック
フェスでのブー
ス出展）。

それぞれのイベントの効果を検証しながら、イベント当
たりの参加者数の維持または増加を目指す。

R4年度参加者数：
902人（参加者数
は、土日祝のみ集
計）
令和4年度はそも
そもイベントの実
施件数が非常に
多かった。

指導者向けイベントでは、参加者を集めるのがなかなか難し
い。
博物館が草津市にある関係上、博物館で開催するイベントに
県北部地域の方が参加するのが難しい。来年度は北部での
イベント開催なども考えていきたい。

○ ○ ○ ○

― A

県内小学校や
特別支援学校
の教員を対象
に、体験的な活
動を重視した研
修会を実施する
ことができた。
中学校教員を
対象とした研修
の機会が少な
い。

研修会の種類と回数、受講者数と研修内容。

研修の数は昨
年と同様。増
２。
昨年度255名

― ― A

県内小学校や
特別支援学校
の教員を対象
に、体験的な活
動を重視した研
修会を実施する
ことができた。
中学校教員を
対象とした研修
の機会が少な
い。

研修会の種類と回数、受講者数と研修内容。

研修の数は昨
年と同様。増
２。
昨年度255名

○ ○



環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

人材育
成および
活用

環境学
習プログ
ラムの整
備および
活用

場や機
会づくり

情報の
提供

連携・協
力のしく
みづくり

取組へ
の気運
を高める
普及啓
発

【指標】
人材育成に
係る研修会
等の参加者

数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標①】
環境学習プロ
グラム作成数

【指標②】
プログラムの

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な
ど）

目標設定とその考え方
増減理由・昨

年度実績

【指標】
場や機会づく
りを意図した
事業の参加

者数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

施策３
場や機会づくり

例）活動団体への支援、環境講座や学習会、シンポジウムの開催、県民の交流の場づく
り、拠点や自然環境の利活用

番号 事業名 所属名 事業内容

１．県の施策の体系（６つの柱）別分類

施策1 施策２ 施策３ 施策４ 施策５ 施策６
施策1
人材育成および活用
例）人材の把握、リーダー育成、活動の場づくり、研修会など

施策２
環境学習プログラムの整備および活用
例）学習プログラムや事例の把握・収集、学習プログラム・教材の整備、情報提供など

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

41 体験学習・観察会・講座推進事業 琵琶湖博物館
子どもたちへの身近な自然や暮らしへの興味関心を高め、フィールドへ
誘うことを目的として、来館する児童・生徒に対する体験学習や観察会・
講座を実施するほか体験学習プログラムの開発を行う。

○ ○ ○ 350 A

コロナ規制の制
限が緩和された
一方で、これま
でのモチベー
ションやノウハ
ウが途絶えたと
ころもあり、どう
やって持ち直す
かが課題である

コロナによる規制の緩和により、イベント参加人数（特
に屋内）の制限の緩和をし、参加者数の増加を目指
す。

本年度限りの
開催であるが、
ギャラリー展示
の関連イベント
が3回開かれて
おり、その分の
増加が見られ
た（R4年300）。

96 A

今期はギャラ
リー展とのコラ
ボイベントも実
施できており、
より多くの方に
展示内容に対
する知見を深め
てもらうことがで
きた

R5年度はギャラリー展（微小生物）に伴う関連イベント
を計画しており、特に琵琶湖の微小生物を知るきっか
けとなるイベントを増やす。

ギャラリー展で
共催したアー
ティストにイベン
トをしてもらうこ
とで、これまでと
違った客層を取
り込めた可能性
がある。

42 夏休み下水道親子見学会 南部流域下水道事務所
親子で夏休み期間中に、浄化センターの見学や汚水の水質検査、微生
物の観察、講義を通じて、下水の浄化の仕組み、正しい下水道の使い方
に対する理解と関心を深めるとともに、自由研究のテーマを提供する

○ ○ 95 A
申込多数により
3日間すべて満
席となった。

コロナ前の募集人数に戻す。
各回１２組（３日間）を参加人数の目標値とする。

コロナの影響で
減っていた募集
人数をコロナ前
の募集人数に
戻したため。
R4年度：27組

43 しがこども体験学校推進事業 子ども・青少年局

「地域が学校、住民が先生」という考えのもと、多くの大人が関わりなが
ら、地域社会全体で青少年の体験学習・活動の機会と場を充実させる。
本事業で提供する体験の中に環境に関する気づきの提供や知識の普及
などを取り入れたプログラムがある。

○

44 青年社会参加活動促進事業 子ども・青少年局
地域の実情に応じた活動を青年自らが企画・運営し、青年の地域活動、
自主的な社会参加を図るために行う事業に対して補助を行う。

○ ○ 20 A

昨年度より参加
人数が増え、よ
り多くの青年に
とって考える機
会となったた
め。

青年自身がびわ湖の自然について考える機会を継続
して設定し、より多くの青年が研修会へ参加することで
目標達成としている。

R4参加人数：
１５名

20 A

昨年度より参加
人数が増え、よ
り多くの青年に
とって考える機
会となったた
め。

青年自身がびわ湖の自然について考える機会を継続
して設定し、より多くの青年が研修会へ参加することで
目標達成としている。

R4参加人数：
１５名

45 「世界農業遺産」プロジェクト推進事業 農政課

    世界農業遺産認定された「琵琶湖システム」（琵琶湖と共生する農林
水産業）の全体像や各構成要素について知るとともに、自らの暮らしとの
つながりをクラスメートや保護者とともに考えるための教材や動画を提供
する（教育委員会と連携）。
   また、これらの教材も活用しながら、県内外の小学校、中学校を訪問
し、琵琶湖システムの価値や魅力を伝える出前講座を実施する。

○ 7 - B

  今年度よりデ
ジタル教材に切
り替え、学校に
対する直接送
付ではなく教育
委員会を経由し
たメールにより
周知したことか
ら、教員が教材
の存在や活用
方法を認知しに
くかったと考え
られ、教材の周
知方法につい
て工夫が必要
であるため。

今年度はデジタルブック形式の教材をホームぺージ上
に公開し、県内の全小学５年生を対象に活用してもら
うことを目標とする。

46 自治振興交付金（たんぼのこ体験事業） みらいの農業振興課
児童らが、農作物を「育て」、「収穫し」、「食べる」という一連の農業体験
により農業への関心を高め、生命や食の大切さを学ぶ場を提供する。
（対象経費に対して市町へ自治振興交付金を交付する。）

○
201校

（見込み）
B

令和5年度は
201校(県内小
学校221校の
91.0％）で農業
体験学習を実
施し、うち83校
で「ステップアッ
プ事業」を実施
(令和5年度計
画申請段階)。

小学校の子どもたちが生命や食べ物の大切さを学ぶ
ため、自ら田んぼや畑に入り、「育て」、「収穫し」、そし
て調理して「食べる」という一貫した農業体験学習を実
施する。

令和4年度実施
校数202校

私立小学校の
閉校により1校
減

47
琵琶湖とつながる生きもの田んぼ物語創
造プロジェクト

農村振興課

「豊かな生きものを育む水田」の新規取組地区を対象とした研修会の開
催や、商業施設で「魚のゆりかご水田」のジオラマを展示するなど啓発活
動を行う。
「魚のゆりかご水田」をテーマとして、小中学生を対象とした出前授業を
実施する。

○ 732 A

特に目標は設定していない。把握が困難なため商業
施設等のPRは含まない。
「魚のゆりかご」に関連した各地のイベント報告分もま
とめている。

昨年度：325
把握できる調査
内容を

48 棚田地域の総合保全対策費 農村振興課

水源の涵養、生態系の保全、農村計画の保全など多様な役割を担う棚
田を継続的に保全するため、地域住民と都市住民（ボランティア）との協
働による棚田保全活動を支援する。
また、都市住民等を対象として、棚田保全について普及啓発を行う。

○ ○ 368 B

・県下12の地域
において、都市
住民を中心とし
たボランティア
による棚田地域
の環境保全活
動を実施してい
る。たな友の運
用による継続的
な参加が増加し
ているが、活動
実施日の重複
などにより参加
者が分散し、目
標達成とならな
かったが、一定
の成果はあっ
た。

現行の「滋賀県農業・水産業基本計画」において設定
している、県下12の地域において実施している棚田地
域の環境保全活動の参加者を目標値として設定して
いる。
（令和５年度390人）

昨年度までは
県下9地区での
実施であった
が、令和5年は
県下12地区で
活動を実施した
ため活動回数
が増加した。
（参考）
令和４年度実績
342人

49 水産談話会 水産試験場
水産試験場の研究成果を漁業関係者や一般の方に紹介するため、発表
会を開催する。

○ ○ 47 B

現地参加よりも
web参加が多数
を占め、webで
は申込件数し
か把握できない
が、複数名で参
加するケースも
ある。

過去、この談話会は１日で、大会議室で行っていた。そ
の収容人数から考え、50人を目標とした。

従来の１日開催
に戻すとともに
ｗｅｂ併用で行っ
た。昨年度2日
間web併用：74
名



環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

番号 事業名

41 体験学習・観察会・講座推進事業

42 夏休み下水道親子見学会

43 しがこども体験学校推進事業

44 青年社会参加活動促進事業

45 「世界農業遺産」プロジェクト推進事業

46 自治振興交付金（たんぼのこ体験事業）

47
琵琶湖とつながる生きもの田んぼ物語創
造プロジェクト

48 棚田地域の総合保全対策費

49 水産談話会

【指標】
ホームページ
等への情報

掲載数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
ネットワーク
等の登録団

体数

【指標】
市町・事業者
等との連携に
よる環境学習

実施回数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
イベント等の

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨年
度実績

施策４
情報の提供

例）環境学習に関する様々な情報の提供（指導者、イベント、学習機会、支援に関する情報
など）

施策５
連携・協力のしくみづくり

例）学校、地域、行政など、各主体との交流や連携の場づくり

施策６
取組への気運を高める普及啓発

例）メディアや広報紙の活用、啓発冊子などの充実、イベントでの啓発、活動発表など

８．SDGsとの関連 ９．MLGｓとの関連

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

３．事業の課題・改善点

101 2 3 4 5 6 7 8 9 511 12 13 14 15 16 17 1 2 3 4 12 136 7 8 9 10 11

A

ギャラリー展共
催のアーティス
トとのコラボイベ
ントや、協力企
業とのイベント
の実施ができた

開催するイベントに関しては、適宜、館内館外の関係
者とともに実施する。

ギャラリー展で
共催したアー
ティストにイベン
トをしてもらうこ
とで、これまでと
違った客層を取
り込めた可能性
がある。

○ ○

95 A
申込多数により
3日間すべて満
席となった。

コロナ前の募集人数に戻す。
各回１２組（３日間）を参加人数の目標値とする。

コロナの影響で
減っていた募集人
数をコロナ前の募
集人数に戻したた
め。
R4年度：27組

特になし ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

128 A

体験プログラム
の情報提供に
ついて、【自然】
が119事業、
【里山田んぼ】
が9事業で、昨
年度の118事業
を上回ったた
め。

体験プログラムの情報提供について、５つのテーマの
うち、【自然】・【里山田んぼ】のより多くの事業を情報提
供することで、目標達成としている。

R3：９８事業
R4：118事業

○

○ ○

今年度より、資源削減の観点から、紙教材の配布ではなくデ
ジタル教材のホームぺージ上への公開という手法に切り替え
た。
小学生に配布されているタブレットで閲覧でき、繰り返し使え
る付箋やペンの機能により能動的な学習ができるよう、工夫
して制作した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

都市部の小学校では、開発等の影響で、学校周辺で田んぼ
を借りることができず、田植え、稲刈りなどの体験が難しく
なってきている。
近隣に田んぼや畑のない小学校については、ポット栽培やプ
ランター栽培で「たんぼのこ」を実施することを認めている。し
かし、農業体験が「たんぼのこ」の根幹であることから、市町
には、子どもたちが農業体験できるよう工夫をお願いしている
ところ。

○ ○ ○ ○ ○ ○

現地（田んぼ）で直接説明をしたり（中主中学校）、WEBを活
用し、企業と協力しながら生態系保全の取組を紹介する等、
取組を幅広い方に知っていただけるよう工夫した。

○ ○

368 B

・県下12の地域
において、都市
住民を中心とし
たボランティア
による棚田地域
の環境保全活
動を実施してい
る。たな友の運
用による継続的
な参加が増加し
ているが、活動
実施日の重複
などにより参加
者が分散し、目
標達成とならな
かったが、一定
の成果はあっ
た。

現行の「滋賀県農業・水産業基本計画」において設定
している、県下12の地域において実施している棚田地
域の環境保全活動の参加者を目標値として設定して
いる。
（令和5年度390人）

昨年度までは県
下9地区での実施
であったが、令和
5年は県下12地区
で活動を実施した
ため活動回数が
増加した。
（参考）
令和4年度実績
342人

「たな友」メルマガや各種SNSでの情報発信を行うとともに、
アンテナショップ「ここ滋賀」で周知するなど様々なイベント等
の機会を活用し「たな友」の認知度向上に努めた。

○ ○ ○

17 A
取り組んだ研究
内容を発表出
来た。

研究に携わる係員が、1課題/人　発表することとして
おり、現在17名。

昨年度18課題。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

人材育
成および
活用

環境学
習プログ
ラムの整
備および
活用

場や機
会づくり

情報の
提供

連携・協
力のしく
みづくり

取組へ
の気運
を高める
普及啓
発

【指標】
人材育成に
係る研修会
等の参加者

数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標①】
環境学習プロ
グラム作成数

【指標②】
プログラムの

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な
ど）

目標設定とその考え方
増減理由・昨

年度実績

【指標】
場や機会づく
りを意図した
事業の参加

者数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

施策３
場や機会づくり

例）活動団体への支援、環境講座や学習会、シンポジウムの開催、県民の交流の場づく
り、拠点や自然環境の利活用

番号 事業名 所属名 事業内容

１．県の施策の体系（６つの柱）別分類

施策1 施策２ 施策３ 施策４ 施策５ 施策６
施策1
人材育成および活用
例）人材の把握、リーダー育成、活動の場づくり、研修会など

施策２
環境学習プログラムの整備および活用
例）学習プログラムや事例の把握・収集、学習プログラム・教材の整備、情報提供など

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

50 水産試験場一般公開(公開講座) 水産試験場
水産試験場の調査研究をはじめ、琵琶湖の魚貝類や漁業について、理
解を深め、身近に感じてもらえるように、講義や魚の解剖、プランクトン観
察等を行う。

○ 74 B

26組が参加。来
年度も参加した
い、参加は三回
目との声が聞
かれ、好評で
あった。

午前と午後に3組ずつ5日で開催し、30組を目標とし
た。

コロナ感染者数
が増加傾向で
あり、直前で
キャンセルが出
る一方、広報媒
体数を増やした
(昨年度5日間
開催、55人参
加)。

51 琵琶湖の魚と環境学習応援事業 水産試験場
県民の要望に応じて、水産試験場に来場してもらったり、または職員が
出張して、琵琶湖の魚や水産試験場の研究を紹介し、琵琶湖の漁業や
環境に対する理解を深める。

○ 　
目標予定回数は定めておらず、依頼があれば都度受
け付けている。

52 家棟川ビオトープ自然観察会 流域政策局
家棟川河口右岸に造成されたビオトープにおいて、「人と自然との新たな
かかわり方」を探っていくため、自然観察会を地域住民、専門家、行政の
協働で開催する。

○

41人

参加率＝41/60
＝68％

B

達成度
68／74＝92％
季節ごとの観察
会（2回）をとお
して環境学習の
場を提供するこ
とができた。冬
の参加者はや
や少なかった
が、例年と同等
の参加者であっ
た。

過去3カ年の平均実績（参加率＝参加人数/募集人
数）

3カ年平均：74％
R4：28／30＝93％
R3:15／30＝50％
R2：48／60＝80％

開催回数は、昨
年度は1回、今
年度は2回実
施。冬の参加者
は季節や天候
のため参加者
が少なくなって
いると思料。

昨年度実績
28人
（参加率）
R4：28／30＝
93％

53 木の岡ビオトープ自然観察会 流域政策局
琵琶湖の豊かな自然環境を次世代に引き継ぐため、ビオトープを活用し
た体験型の自然観察会を地域住民、地元企業、専門家、行政の協働で
開催する。

○

67人

参加率＝67/90
＝74％

B

達成度
74／86＝86％
季節ごとの観察
会（3回）をとお
して環境学習の
場を提供するこ
とができた。冬
の参加者はや
や少なかった
が、例年と同等
の参加者であっ
た。

過去3カ年の平均実績（参加率＝参加人数/募集人
数）

3カ年平均：86％
R4:73／90＝81％
R3:21／30＝70％
R2：97／90＝108％

開催回数は、昨
年同様に３回実
施。冬の参加者
は季節や天候
のため参加者
が少なくなって
いると思料。

昨年度実績
73人
（参加率）
R4：73／90＝
81％

54 浄水場見学 企業庁経営課
取水した水が飲み水になるまでの過程を学ぶことで、水の大切さを見つ
め直し、水源である琵琶湖や河川の汚染防止に努めていただく。

○ 1228名 A

申込のあったす
べての小学校
について見学
会を実施するこ
とができた。

目標となる実施回数や人数は定めず、申し込みのあっ
た学校への見学会実施により目標達成とする。

昨年度実績：
145名

55 水道出前講座 企業庁経営課

浄水場見学に来られない小学校の希望に応じて職員が教室に出向き、
浄水場の仕組みや、取水した水が飲み水になるまでの過程を学ぶこと
で、水の大切さを見つめ直し、水源である琵琶湖や河川の汚染防止に努
めていただく。

○ 178名（3校） A

申込のあったす
べての小学校
で、出前講座を
実施することが
できたすること
ができた。

目標となる実施回数や人数は定めず、申し込みのあっ
た学校への授業実施により目標達成とする。

昨年度実績：0
名

56
夏休み自由研究講座
「へぇ～安全な水ってこうしてできるんだ」

企業庁浄水課
取水した水が飲み水になるまでの過程を学ぶ。浄水場見学と併せ沈で
ん・ろ過実験や水質検査をおこない浄水場の仕組みと水の大切さを学
ぶ。

○ 　 50名 A

当初の予定通
り、２日間にわ
たって４回実施
し、コロナ禍以
前の平均を上
回る参加者で
あった。

コロナ禍以前の５か年(平成27～令和元年)の実績平
均である36人を目標とする。

昨年度実績：17
人

57 環境美化の日の取組
幼小中教育課・高校教育課・
特別支援教育課

ごみゼロの日,びわ湖の日、県下一斉清掃の日を基準日として、美化活
動・啓発活動・環境学習等に取り組む。

○ 80.0% B

市町立小中学
校313校のうち
226校（72.2％）
の学校が、全て
の「環境美化の
日」に関連した
取組を実施。昨
年度（R4)より
7％増加してい
るが、コロナ禍
以前の状況ま
では至っていな
い。

県内全ての市町立小中学校を対象とした取組のため、
全ての「環境美化の日」に関連した取組を行う学校数
を目標としている。よって、全ての「環境美化の日」に
関連した取組を実施している学校を80％以上と設定し
た。

昨年度（R4)実
績の65.2 ％より
増加（回復）し
た。昨年度
（R4）は、新型コ
ロナウイルス感
染症拡大防止
対策による行事
等への影響が
少なくなり、取
組は回復傾向
にあった。

58 しが環境教育研究協議会
幼小中教育課・高校教育課・
特別支援教育課

・環境立県として、持続可能な社会の実現に向けた環境教育プログラム
の開発および実践を進める。
・学校における環境教育充実と指導にあたる教員の指導力向上を図る。

○ ○ ○ 100 A

今年度（R5）は
参集で実施。3
年悉皆の2年目
として、予定し
ていた学校の
ほとんど（105
人）が参加する
ことができた。

県内全ての市町立小中学校を対象とした３年悉皆研
修のため、毎年約１／３の学校数が目標となる。

昨年度（R４）も
予定していた学
校が全て参加
できた。

4 70% A

実施したプログ
ラム数は６であ
り、活用できそ
う・取り組めそう
という回答が最
も大きかったプ
ログラムが75％
であった。

協議会に参加した全ての学校において、協議したプロ
グラム等の実践をお願いすることから、事後アンケート
において、実施したプログラムの「活用できそう」といっ
た肯定的回答が70％以上になるものが１つ以上となる
よう設定した。

昨年度（R4)は、
オンデマンド研
修であったた
め、動画視聴に
よる説明のみで
あった。



環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

番号 事業名

50 水産試験場一般公開(公開講座)

51 琵琶湖の魚と環境学習応援事業

52 家棟川ビオトープ自然観察会

53 木の岡ビオトープ自然観察会

54 浄水場見学

55 水道出前講座

56
夏休み自由研究講座
「へぇ～安全な水ってこうしてできるんだ」

57 環境美化の日の取組

58 しが環境教育研究協議会

【指標】
ホームページ
等への情報

掲載数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
ネットワーク
等の登録団

体数

【指標】
市町・事業者
等との連携に
よる環境学習

実施回数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
イベント等の

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨年
度実績

施策４
情報の提供

例）環境学習に関する様々な情報の提供（指導者、イベント、学習機会、支援に関する情報
など）

施策５
連携・協力のしくみづくり

例）学校、地域、行政など、各主体との交流や連携の場づくり

施策６
取組への気運を高める普及啓発

例）メディアや広報紙の活用、啓発冊子などの充実、イベントでの啓発、活動発表など

８．SDGsとの関連 ９．MLGｓとの関連

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

３．事業の課題・改善点

101 2 3 4 5 6 7 8 9 511 12 13 14 15 16 17 1 2 3 4 12 136 7 8 9 10 11

主に小学生を対象に、夏休み期間中に実施しているが、空調
設備が老朽化しているため、冷房が少し効きづらい状況と
なっている。以前、実施中に空調が故障し、開催に支障が出
た。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

季節ごとに観察会を実施しているが、冬の参加者は季節や
天候のため参加者が少なくなっていると思料され、新たな気
づきの提供など参加者の増加に努めていく。 ○ ○ ○

季節ごとに観察会を実施しているが、冬の参加者は季節や
天候のため参加者が少なくなっていると思料され、新たな気
づきの提供など参加者の増加に努めていく。 ○ ○ ○

見学人数が多い場合、説明の声が届きづらく、また段差等の
多い施設内では目が行き届かず事故につながる可能性もあ
るため、小学校のクラスを半分ずつに分けるなどできるだけ
少人数で場内見学をするようにした。

○ ○ ○

出前講座では浄水施設を見てもらうことはできないが、コロナ
禍に作成した動画や浄水場の仕組みを図示したスライド資料
等を活用することで、理解が深まるようにした。。

○ ○ ○

長年の使用により、実験器具が劣化し始めている。予算を得
て、修理が必要となってきた。

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

20校 B

今年度（R5)、エ
コ・スクールの
登録数が18校
であったため。

協議会において、エコ・スクール等の実践発表を行っ
ており、毎年のエコ・スクールの登録数を指標に設定し
た。数値は、過去の最大値が21校であることから、20
校を目標値に設定した。

R4エコ・スクール
の登録数が16校
であり、2校増で
あった。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

人材育
成および
活用

環境学
習プログ
ラムの整
備および
活用

場や機
会づくり

情報の
提供

連携・協
力のしく
みづくり

取組へ
の気運
を高める
普及啓
発

【指標】
人材育成に
係る研修会
等の参加者

数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標①】
環境学習プロ
グラム作成数

【指標②】
プログラムの

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な
ど）

目標設定とその考え方
増減理由・昨

年度実績

【指標】
場や機会づく
りを意図した
事業の参加

者数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

施策３
場や機会づくり

例）活動団体への支援、環境講座や学習会、シンポジウムの開催、県民の交流の場づく
り、拠点や自然環境の利活用

番号 事業名 所属名 事業内容

１．県の施策の体系（６つの柱）別分類

施策1 施策２ 施策３ 施策４ 施策５ 施策６
施策1
人材育成および活用
例）人材の把握、リーダー育成、活動の場づくり、研修会など

施策２
環境学習プログラムの整備および活用
例）学習プログラムや事例の把握・収集、学習プログラム・教材の整備、情報提供など

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

59 「地域の力を学校へ」推進事業 生涯学習課
「しが学校支援センター」を設置し、地域の人々や企業・団体・ＮＰＯ等
が、それぞれの持つ豊富な知識や経験を生かして、環境学習など学校
教育の場で活動できるしくみづくりを推進する。

○ ○ － A

しが学校支援セ
ンターを通し
て、連携授業の
依頼があった学
校を対象校とし
て実施できた。

こちらからのアプローチではなく、原則依頼のあった学
校への連携事業の実施により目標達成としているが、
MLGsについてメールマガジン等でＰＲした。

60 子どもの体験活動の機会と場の充実 生涯学習課
家庭や地域の教育力の向上に向けて、子どもの体験活動の機会と場の
充実を図る。自然体験活動を企画する機関・団体では、森や川、琵琶湖
等での活動が展開されている。

○

61 学習情報提供システム整備事業 生涯学習課
学習情報提供システム「におねっと」による、インターネットでの学習情報
の提供および学習相談を行う。

○

62 生涯学習推進事業 生涯学習課
生涯学習に関する情報を県民に一元的に提供する「しが生涯学習スクエ
ア」を運営する。また、生涯学習に関する情報収集・提供・相談および協
働のコーディネートを行う。

○ ○ - B

「地域で学ぼう
『出前講座』」に
登録している講
座について、環
境学習に関す
る講座の登録
団体と依頼者
の仲介を行っ
た。

環境学習において、出前講座等の仲介をし、環境に関
わっての学びの講座を案内することにより、目標達成
としている。

63 女性団体活動推進事業 生涯学習課
女性や地域に関わる様々な現代的な学習課題に対する学習機会の充
実のために研修事業等に補助する。

○ ○ ― B

定期的に環境
整備・啓発活
動、学習会を実
施された。

環境問題等についての学びの機会を定期的にもつこと
で目標達成としている。

64 初任者研修［高等学校］ 総合教育センター
高等学校における環境教育のあり方を学ぶとともに、受講者自身が滋賀
の自然や地域と共生するとはどのようなことかを考える機会とする。

○ 63 B

「環境に関する
教育」の研修を
通して、「環境」
の捉え直しや、
高等学校にお
ける環境教育
について考えを
深めることがで
きた。

第３期滋賀県教育振興基本計画において、環境教育
の推進として教員研修があげられている。

悉皆研修であ
り、その年度に
採用された初任
者で初任者研
修受講対象者
が増減するた
め。

65 びわ湖フローティングスクール事業
びわ湖フローティングスクー
ル

学校教育の一環として、県内小学５年生を対象に、母なる湖・琵琶湖を
舞台にして、学習船「うみのこ」を使った宿泊体験型の教育を展開し、環
境に主体的にかかわる力や人と豊かにかかわる力をはぐくむ。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 27 C
前年度の参加者
数を下回ったため

教職員と「湖の子」サポーターを対象とした研修会を、
琵琶湖博物館との共催により行い、環境教育を実践す
る人材を育てる。

39 102 13,164 A

フローティング
スクールはよ
かったかという
問いに対し、教
師の98.5％、児
童の93.2％が
肯定的評価で
あり、高い満足
度であったた
め。

乗船時、すべての学校の児童がびわ湖学習を実施す
る。
航海終了後に、教師には「実施状況報告書」を、児童
には「意識調査」のアンケートを実施し、102回の航海
すべてにおいてその回答を集計している。
両調査とも、肯定的評価が９０％以上となれば、十分
活用できたと考える。

令和4年度乗船
児童数　13,226
名

13,164 A

県内のすべて
の小学校（義務
教育学校の前
期課程を含む）
及び特別支援
学校の小学部
の第5学年児童
を対象に事業を
実施し、その乗
船率が97.3％で
あったため。

県内のすべての小学校（義務教育学校の前期課程を
含む）及び特別支援学校の小学部の第5学年児童を対
象に、学習船「うみのこ」を使った体験型の環境学習の
場を提供している。その乗船率が90％以上となれば、
十分提供できたと考える。

令和4年度乗船
児童数　13,226
名及び体験航
海乗船児童数
125名
計　13351名

乗船率　約97％

66
初任者研修［小・中・高・特］
新規採用実習助手研修

総合教育センター
環境教育について、滋賀県の取組であるＭＬＧｓを通して考え、滋賀の教
職員としての自覚を促す。

○ 409 B

MLGｓの取組に
ついて理解する
きっかけとし、
環境教育につ
いて考える機会
とすることがで
きた。

第３期滋賀県教育振興基本計画において、環境教育
の推進として教員研修があげられている。

悉皆研修であ
り、その年度に
採用された初任
者で初任者研
修受講対象者
が増減するた
め。



環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

番号 事業名

59 「地域の力を学校へ」推進事業

60 子どもの体験活動の機会と場の充実

61 学習情報提供システム整備事業

62 生涯学習推進事業

63 女性団体活動推進事業

64 初任者研修［高等学校］

65 びわ湖フローティングスクール事業

66
初任者研修［小・中・高・特］
新規採用実習助手研修

【指標】
ホームページ
等への情報

掲載数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
ネットワーク
等の登録団

体数

【指標】
市町・事業者
等との連携に
よる環境学習

実施回数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
イベント等の

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨年
度実績

施策４
情報の提供

例）環境学習に関する様々な情報の提供（指導者、イベント、学習機会、支援に関する情報
など）

施策５
連携・協力のしくみづくり

例）学校、地域、行政など、各主体との交流や連携の場づくり

施策６
取組への気運を高める普及啓発

例）メディアや広報紙の活用、啓発冊子などの充実、イベントでの啓発、活動発表など

８．SDGsとの関連 ９．MLGｓとの関連

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

３．事業の課題・改善点

101 2 3 4 5 6 7 8 9 511 12 13 14 15 16 17 1 2 3 4 12 136 7 8 9 10 11

40 － A

しが学校支援セ
ンターを通し
て、連携授業の
依頼があった学
校を対象校とし
て実施できた。

こちらからのアプローチではなく、原則依頼のあった学
校への連携事業の実施により目標達成としているが、
MLGsについてメールマガジン等でＰＲした。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ー 1 B

「しがこども体
験活動実践交
流会」で、各市
町、各団体等の
指導者に集まっ
ていただき、事
例紹介や情報
交換ができた。

事例紹介や意見交換等を通して、青少年の体験活動
の充実や活性化を図ることで目的達成としている。

○ ○

156 B

当課ホーム
ページ「にお
ねっと」上で、各
種団体が行う
「自然・環境」分
野についての
講座情報を提
供することがで
きた。

「自然・環境」分野において、講座等の学習機会を案内
し、学習講座において学びの機会を提供することで目
標達成としている。

昨年度実績195
件

○ ○

156 B

当課ホーム
ページ「にお
ねっと」上で、各
種団体が行う
「自然・環境」分
野についての
講座情報を提
供することがで
きた。

「自然・環境」分野において、講座等の学習機会を案内
し、学習講座において学びの機会を提供することで目
標達成としている。

昨年度実績195
件

○ ○

― ― B

市町の各支部
との連携活動
の実施や、環境
にやさしい粉
せっけんの開
発や販売に協
力された。

環境問題解決のために他団体等とも連携協力して行
動することをもって目標達成とする。

○ ○ ○ ○

環境に関する教育の研修の中で、講師の講義とワークショッ
プを通し、自分事として捉えて、環境についての理解を進めら
れるようにしている。また、滋賀県の教員として生徒に対して
どのように環境教育を行えばよいか考える機会としている。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

129 A

児童学習航海
ごとに2日間に
わたる学習の
様子を保護者
に向けて発信し
ている。また、
環境学習プログ
ラムや情報を
ホームページに
掲載した。さら
に、新たな探究
的な学習ができ
るよう、新たな
学習プログラム
を開発、公開し
た。

びわ湖フローティングスクールの事業について広く県
民に周知するとともに、その事業に対する理解を図り、
その効果的な推進を図る。
フローティング学習を推進するにあたり、様々な角度か
ら子どもたちにとって調べやすい情報提供を行うこと
で、より充実した学びをめざす。

令和4年度ホー
ムページへのア
クセス数
77,965件

267 102 A

102回の児童学
習航海につい
て、延べ267校
の指導責任者
及び保健担当
者と打ち合わせ
会議をもち、そ
のすべてにフ
ローティングス
クール指導主
事が出向いて
指導助言を行っ
たため

各航海毎に、乗船校の指導者や保健担当者とフロー
ティングスクール職員担当者が一堂に会し、2日間の
学習プログラムを相談したり、配慮を要する児童の情
報交換を行う。

令和4年度乗船
校数　延べ268
校

1120 A

学習船「うみの
こ」及び児童学
習航海でのび
わ湖学習の一
部を広く保護者
や県内外の
方々に公開す
ることで本事業
への理解を図
る。
合計1,120名
（親子体験航海
2回251名、体
験航海2回159
名、「うみのこ見
学会710名）

児童学習航海を欠席した児童を対象とした「体験航海」
や、関西広域連合広域環境保全局との共催事業であ
る「親子体験航海」、また、停泊中の「うみのこ」を一般
公開する「うみのこ見学会」にて、児童学習航海２日間
の学習活動を紹介したり、びわ湖学習の一部を体験し
ていただく取組に、1,000名以上の参加者があれば、十
分に普及啓発ができたと考える。

計1,414名
（親子体験航海4
回188名、体験航
海1回156名、見学
会1,070名）

　びわ湖フローティングスクール事業は、琵琶湖を舞台にし
た、学習船「うみのこ」を使った宿泊体験型の教育活動であ
る。そのため、2日間及び夜間を過ごすことによる様々な負傷
や疾病等への対応が必要であり、児童への健康管理には細
心の注意を払う必要がある。また、各乗船校ごとの様々な課
題や配慮を要する児童について、「うみのこ」という特殊な環
境下で2日間を過ごすための安全管理が必要である。特に、4
回の食事におけるアレルギー対応については、乗船前から
各児童の特性に応じたメニュー変更対応を行い、間違いのな
いよう綿密な打ち合わせが重要である。これらのことから、夜
間の船外宿泊対応や、保護者の同伴乗船、医師や看護師の
乗船、活動支援者乗船事業などを行い、個別の課題に合わ
せた航海実施に努めている。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

MLGｓの取組を理解するために動画視聴とワークシートを
使っているが、もう少し内容を深められるように、次年度に向
けて、内容を検討している。

○ ○ ○ ○ ○



環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

人材育
成および
活用

環境学
習プログ
ラムの整
備および
活用

場や機
会づくり

情報の
提供

連携・協
力のしく
みづくり

取組へ
の気運
を高める
普及啓
発

【指標】
人材育成に
係る研修会
等の参加者

数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標①】
環境学習プロ
グラム作成数

【指標②】
プログラムの

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な
ど）

目標設定とその考え方
増減理由・昨

年度実績

【指標】
場や機会づく
りを意図した
事業の参加

者数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

施策３
場や機会づくり

例）活動団体への支援、環境講座や学習会、シンポジウムの開催、県民の交流の場づく
り、拠点や自然環境の利活用

番号 事業名 所属名 事業内容

１．県の施策の体系（６つの柱）別分類

施策1 施策２ 施策３ 施策４ 施策５ 施策６
施策1
人材育成および活用
例）人材の把握、リーダー育成、活動の場づくり、研修会など

施策２
環境学習プログラムの整備および活用
例）学習プログラムや事例の把握・収集、学習プログラム・教材の整備、情報提供など

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

67 初任者研修［中学校］ 総合教育センター
【工業高校等での現地研修】工業高校等における特色ある教育活動の
一端を体験することをとおして、中学校におけるキャリア教育や環境教育
のあり方について考える。

○ 108 B

高等学校等で
実施されている
環境教育に触
れ、中学校にお
ける環境教育
の推進に繋が
ることができ
た。

第３期滋賀県教育振興基本計画において、環境教育
の推進として教員研修があげられている。

悉皆研修であ
り、その年度に
採用された初任
者で初任者研
修受講対象者
が増減するた
め。

68 初任者研修［中学校］ 総合教育センター
【農業高校等での現地研修】工業高校等における特色ある教育活動の
一端を体験することをとおして、中学校におけるキャリア教育や環境教育
のあり方について考える。

○ 108 B

高等学校等で
実施されている
環境教育に触
れ、中学校にお
ける環境教育
の推進に繋が
ることができ
た。

第３期滋賀県教育振興基本計画において、環境教育
の推進として教員研修があげられている。

悉皆研修であ
り、その年度に
採用された初任
者で初任者研
修受講対象者
が増減するた
め。

69 初任者研修［小学校］ 総合教育センター
【琵琶湖博物館での現地研修】
滋賀の教員として、滋賀（琵琶湖）の魅力について理解することとをねら
いとして施設内の見学、博物館の担当職員からの講義等を行っている。

○ 183 B

琵琶湖に生息
するプランクトン
を採取、観察し
たり県内の自然
について講義
や館内見学等
から多くの学び
を得ることがで
きた。

第３期滋賀県教育振興基本計画において、環境教育
の推進として教員研修があげられている。

悉皆研修であ
り、その年度に
採用された初任
者で初任者研
修受講対象者
が増減するた
め。

70 初任者研修［特別支援学校］ 総合教育センター
【琵琶湖博物館での現地研修】施設内の見学、博物館の担当職員から
講義等をとおして、滋賀の教員として、滋賀（琵琶湖）の魅力について理
解する。

○ 54 B

滋賀（琵琶湖）
の魅力を講義
や体験を通して
学び、児童生徒
の実態に応じた
環境教育につ
いて考えること
ができた。

第３期滋賀県教育振興基本計画において、環境教育
の推進として教員研修があげられている。

悉皆研修であ
り、その年度に
採用された初任
者で初任者研
修受講対象者
が増減するた
め。

71 滋賀の環境をつくるSDGｓ・MLGｓ研修 総合教育センター
受講希望の県内教職員に対して、CO2ネットゼロ社会の実現に向けた条
例や計画、持続可能な実践事例について研修を行う。そして、学校教育
における継続した環境教育実践に結び付ける。

○ 11 B

教員が環境問
題に興味・関心
を抱き、自ら自
校等でCO2ネッ
トゼロ社会の実
現を推進するた
めの学びにする
ことができた。

第３期滋賀県教育振興基本計画において、環境教育
の推進として教員研修があげられている。

今年度になり幼
小中教育課の
同様の研修が
同日に悉皆研
修として実施さ
れたことにより、
昨年度の参加
者数16より減少
したと考える

72 交通環境学習 交通戦略課

県内小学校（１～６年生）を対象に、バスの実車等を用いた出前授業、交
通を題材とした教育素材の提供を行うことで、次世代を担う子ども達にバ
スや電車の乗り方および公共交通の大切さを伝え、公共交通に親しみを
持ってもらうことで、将来にわたって公共交通を利用するきっかけをつく
る。

○ ○ ○ ○ ○ 該当事業なし 14
約5,000人（77

校）
A

過年度の実施
校数（最高66
校）を大きく上
回ることが出来
たため。

前年度の実績に基づく。 4,978人（65校）
約5,000人（77

校）
A

過年度の実施
校数（最高66
校）を大きく上
回ることが出来
たため。

前年度の実績に基づく。 4,978人（65校）

73 男鬼森林学習支援 中部森林整備事務所
鳥居本中学校で毎年行われる森林体験学習で、現地作業の指導および
安全管理指導を行う。

○ ○ 50 B

教師や生徒に
現地指導を行
い、森林体験学
習の理解を深
めることができ
た。

毎年継続的に学習支援を行い、学校における森林体
験学習の理解を深めることを目標としている。

昨年度　45人 50 B

例年どおり森林
体験学習の指
導を行い、充実
した学習支援を
行うことができ
た。

毎年継続的に学習支援を行い、学校における森林体
験学習の理解を深めることを目標としている。

昨年度　45人

74 森林ボランティア活動支援 中部森林整備事務所
環境保全協会が行う森林ボランティア活動に出席し、参加者に森林の大
切さや現在の課題など説明する。また、現地作業の指導や安全管理指
導を行う。

○ 30 B

例年どおり森林
体験活動の指
導を行い、充実
した活動支援を
行うことができ
た。

毎年継続的に支援を行い、都市住民における森林体
験学習の理解を深めることを目標としている。

昨年度　35人

75 森林パートナ協定活動支援 中部森林整備事務所
県で進める「琵琶湖森林づくりパートナー協定」の森林体験活動につい
て、体験プログラムの提案、現地作業の指導、森林散策の案内等を行
う。

○ ○ 50 B

企業やその関
係者にプログラ
ムの提案や現
地指導を行い、
森林体験学習
の理解を深める
ことができた。

体験活動の支援を行い、企業および都市住民におけ
る森林体験学習の理解を深めることを目標としている。

昨年度　51人 50 B

今年度より新た
に指導をはじ
め、森林体験学
習への興味・関
心を高めること
ができた。

体験活動の支援を行い、企業および都市住民におけ
る森林体験学習の理解を深めることを目標としている。

昨年度　51人



環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

番号 事業名

67 初任者研修［中学校］

68 初任者研修［中学校］

69 初任者研修［小学校］

70 初任者研修［特別支援学校］

71 滋賀の環境をつくるSDGｓ・MLGｓ研修

72 交通環境学習

73 男鬼森林学習支援

74 森林ボランティア活動支援

75 森林パートナ協定活動支援

【指標】
ホームページ
等への情報

掲載数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
ネットワーク
等の登録団

体数

【指標】
市町・事業者
等との連携に
よる環境学習

実施回数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
イベント等の

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨年
度実績

施策４
情報の提供

例）環境学習に関する様々な情報の提供（指導者、イベント、学習機会、支援に関する情報
など）

施策５
連携・協力のしくみづくり

例）学校、地域、行政など、各主体との交流や連携の場づくり

施策６
取組への気運を高める普及啓発

例）メディアや広報紙の活用、啓発冊子などの充実、イベントでの啓発、活動発表など

８．SDGsとの関連 ９．MLGｓとの関連

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

３．事業の課題・改善点

101 2 3 4 5 6 7 8 9 511 12 13 14 15 16 17 1 2 3 4 12 136 7 8 9 10 11

工業系の高等学校における環境教育の実践とその成果や課
題について最新の情報を提供していただくようにしている。高
等学校での実践をヒントに、所属する中学校でも行える環境
教育について考えるようにしている。

○ ○ ○ ○ ○

農業系の高等学校における環境教育の実践とその成果や課
題について最新の情報を提供していただくようにしている。高
等学校での実践をヒントに、所属する中学校でも行える環境
教育について考えるようにしている。

○ ○ ○ ○ ○

滋賀（琵琶湖）の魅力について理解することをねらいとして、
博物館の担当職員から講義していただいたり、施設内の見学
等を行ったりしている。

○ ○ ○ ○ ○

滋賀（琵琶湖）の魅力について理解することをねらいとして、
博物館の担当職員から講義していただいたり、施設内の見学
等を行ったりしている。学んだ内容から、所属校で行える実践
を考えるようにしている。

○ ○ ○ ○ ○

昨年度、好評であったワークショップの時間を長くして、講義
の時間を短くした。

○ ○

- A

案内冊子を作
成し、各市町教
育委員会を通し
て各市町小学
校、また各市町
公共交通担当
課に配布するこ
とで周知に努め
た。

県内全小学校への事業周知。 同様 - 83回（77校） A

県内交通事業
者、滋賀県バス
協会、各市町公
共交通担当課、
各市町教育委
員会と連携し、
過去最多の実
施校数となった
ため。

前年度の実績に基づく。 4,978人（65校）
約5,000人（77

校）
A

県内交通事業
者、滋賀県バス
協会、各市町公
共交通担当課、
各市町教育委
員会と連携し、
過去最多の実
施校数となった
ため。

前年度の実績に基づく。 4,978人（65校）

バス車両を実際に使った学習プログラムが人気ではあるが、
昨今の運転手不足もあり、バス車両の手配に苦慮していると
ころ。来年度以降は、2024年問題や、大阪・関西万博および
国スポ・障スポ滋賀2025の開催に伴うバス車両の需要増の
影響を受け、さらにバス車両の手配に苦慮することが予測さ
れる。このことから、動画教材の作成なども視野に、持続的な
事業運営に向けて検討していく。

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



環境学習関連事業　評価シート ＜様式１＞

人材育
成および
活用

環境学
習プログ
ラムの整
備および
活用

場や機
会づくり

情報の
提供

連携・協
力のしく
みづくり

取組へ
の気運
を高める
普及啓
発

【指標】
人材育成に
係る研修会
等の参加者

数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標①】
環境学習プロ
グラム作成数

【指標②】
プログラムの

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な
ど）

目標設定とその考え方
増減理由・昨

年度実績

【指標】
場や機会づく
りを意図した
事業の参加

者数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

施策３
場や機会づくり

例）活動団体への支援、環境講座や学習会、シンポジウムの開催、県民の交流の場づく
り、拠点や自然環境の利活用

番号 事業名 所属名 事業内容

１．県の施策の体系（６つの柱）別分類

施策1 施策２ 施策３ 施策４ 施策５ 施策６
施策1
人材育成および活用
例）人材の把握、リーダー育成、活動の場づくり、研修会など

施策２
環境学習プログラムの整備および活用
例）学習プログラムや事例の把握・収集、学習プログラム・教材の整備、情報提供など

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

76 自然体験を通じた環境学習推進事業 環境政策課

県内で環境学習や自然体験に取り組む様々な活動団体等を対象とし
て、子どもたちの自然に対する興味・関心を育み、その魅力が伝えられ
るよう、企画の組み立て方やコミュニケーションのスキルの向上、プログ
ラムの実施能力を高めるための実践講座（計3回）を実施するとともに、
実践講座に参加した活動団体等が体験プログラムを実践する場として、
親子で参加できる自然体験イベントを開催する。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 31 A

人材育成の講
座（３回）を実施
し、各活動者の
スキルアップが
図れた。また、
自然体験イベン
トにおいて講座
に参加した団体
がプログラムの
実践を行うこと
ができた。

自然体験プログラム実践講座の参加者数30名を目標
とする。

2 2500 A

プログラムを実
践する機会とし
て自然体験イベ
ントを開催し、
多くの子どもた
ちにプログラム
を提供すること
ができた。

自然体験プログラム実践講座の参加者がプログラムを
実践する機会を設ける。

2500 A
目標来場者数
を大きく上回る
参加があった。

自然体験イベントの参加者数500人を目標とする。

77 サイエンスエコツアー 環境政策課
自然と触れ合う体験だけでなく、学術的な背景も含めて学びを得るサイ
エンスエコツアーの実施に向けてプログラムの試行・開発や、ガイドやツ
アーを実施する人材を育成するための講座を開催する。

○ ○ ○ ○ 36 A

人材育成講座
（３回）を実施
し、研究者から
学術的な内容
を学ぶ機会を設
けることができ
た。

人材育成講座の３回の開催を目標とする。

講座開催回数
を削減したた
め。
(R4：5回、41人)

2 21 B
プログラムの試
行を行ったうえ
で開発した。

プログラムを２件以上開発する。 2 36 A

人材育成講座
（３回）を実施
し、研究者から
学術的な内容
を学ぶ機会を設
けることができ
た。

人材育成講座の３回の開催を目標とする。

講座開催回数
を削減したた
め。
(R4：5回、41人)

78 木育推進事業 びわ湖材流通推進課

子どもから大人までを対象に、木材や木製品との触れ合いを通じて、木
の良さや利用の意義を学んでもらう『木育』に取り組んでいる。
さらに「木育」の普及を促進するために、木に触れ、親しむことのできる木
の空間づくりを行うとともに、木育に取り組む人材の育成を図る。

○ ○ ○ 52 A
受講者50人目
標が達成できた

琵琶湖森林づくり基本計画において、令和12年に木育
指導者15人を目標値に設定している。

昨年度と同程
度の受講者数
となった

48 A
目標である40
施設を超えた

前年の実施状況を踏まえ、木育製品貸出施設数40施
設を目標とする。

貸出体制変更
により昨年度実
績(40施設)を上
回った

79 下水道を入り口とした環境学習推進事業 下水道課
淡海環境プラザが水環境を中心とした多様な環境問題について楽しく学
べる魅力的な施設となることを目指し、展示方法を工夫し展示内容を更
新するとともに、環境学習ツアーを2回実施する。

○ ○ ○ ○ ○ 3 - A

計画通り環境
学習プランを3
つ作成した。今
年度中に紹介
リーフレットを学
校等に配布す
る予定。

学校等の教育の課程において活用できる環境学習プ
ランを3つ作成する。

令和5年度に新
たに実施

20（見込み） B

環境学習の実
施回数が目標
回数の80%と
なったため。

県基本構想実施計画において、淡海環境プラザを活
用した環境学習の実施回数25回以上を目標としてお
り、多くの方に環境問題について学んでもらう。

環境学習プラン
の周知ができて
いないため。
（R4年度：20
回）

80 協働の森づくりの啓発事業 森林政策課

「協働の森づくり」を広く県民に普及啓発し、県民の意識に定着させること
により、森林をみんなで守り育てようとする意識の高揚、森づくりへの県
民参加の拡大と気運醸成を図る。　また、全国植樹祭後の継続的な緑化
推進や、「やま」と都市をつなぐ「やまの健康」推進などを併せて行う。

○ ○ ○ ○ 42 A

一般県民向け
に、森づくり県
民講座を開講
し、定員に近い
人数が参加し
た。（定員４６
名）

琵琶湖森林づくり基本計画において、多様な主体との
協働により森林・林業・農山村づくりを進めることとして
いる。

SNS等を活用し
積極的な広報
を行い、例年通
りの参加者を集
めることができ
た。
R4年度　４１人

81 東北部浄化センター夏休み親子見学会 北部流域下水道事務所
親子で夏休み期間中に、浄化センターの見学や水質検査体験、微生物
の観察、講義を通じて、下水の浄化の仕組み、正しい下水道の使い方に
対する理解と関心を深めるとともに、自由研究のテーマを提供する

○ ○ 14組35名 B

2日間開催し、
各日10組程度
のところ1日目6
組、2日目8組の
応募があったた
め。

参加人数（1日10組程度）
コロナのため昨
年度は開催を
中止した。

82
「わたしがやります！学校CO2ネットゼロ」
取組コンクール

幼小中教育課
児童生徒の創意工夫を生かし、他者と協力しながら主体的にＣＯ２ネット
ゼロに向けて取り組む態度の育成を目指すとともに、学校におけるＣＯ２
ネットゼロに向けた取組を普及・推進する。

○ ○ ○ ○ 6 A

全ての学校が、
創意工夫を生
かした活動を計
画し、他者と協
力しながらCO2
ネットゼロに向
けて取り組め
た。

グッドプランナー校・取組継続校の児童生徒が、創意
工夫を生かし、他者と協力しながら主体的にCO2ネット
ゼロに向けて取り組む態度の育成を目指す。

― ８校 B

今年度は、より
多くの児童生徒
の取組を目指
し、グッドプラン
ナー校４校に加
え、取組継続校
２校を決定し
た。しかし、目
標の８校には至
らなかった。

新規グッドプランナー校（小学校２校、中学校２校）とと
もに、取組継続校を最大４校決定し、多くの児童生徒
に取り組んでもらうことを目指す。

―

83 吉川浄水場新３系浄水施設一般開放 企業庁経営課
令和６年３月に完成した新浄水施設の見学していただくことで、重要なイ
ンフラを担う浄水場を身近に感じていただき、また琵琶湖の水が飲み水
になるまでの過程と水の大切さを学んでいただく。

○ 21 A

予約のあったす
べての方に新
施設を見学して
いただくことが
できた。

目標となる実施回数や人数は定めず、申し込みのあっ
た方への見学実施により目標達成とする。

今年度初めて
実施
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番号 事業名

76 自然体験を通じた環境学習推進事業

77 サイエンスエコツアー

78 木育推進事業

79 下水道を入り口とした環境学習推進事業

80 協働の森づくりの啓発事業

81 東北部浄化センター夏休み親子見学会

82
「わたしがやります！学校CO2ネットゼロ」
取組コンクール

83 吉川浄水場新３系浄水施設一般開放

【指標】
ホームページ
等への情報

掲載数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
ネットワーク
等の登録団

体数

【指標】
市町・事業者
等との連携に
よる環境学習

実施回数

目標達成度
その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨
年度実績

【指標】
イベント等の

参加者数
目標達成度

その理由（成
果や課題な

ど）
目標設定とその考え方

増減理由・昨年
度実績

施策４
情報の提供

例）環境学習に関する様々な情報の提供（指導者、イベント、学習機会、支援に関する情報
など）

施策５
連携・協力のしくみづくり

例）学校、地域、行政など、各主体との交流や連携の場づくり

施策６
取組への気運を高める普及啓発

例）メディアや広報紙の活用、啓発冊子などの充実、イベントでの啓発、活動発表など

８．SDGsとの関連 ９．MLGｓとの関連

２．県の施策の体系（６つの柱）別アウトプット指標による評価

３．事業の課題・改善点

101 2 3 4 5 6 7 8 9 511 12 13 14 15 16 17 1 2 3 4 12 136 7 8 9 10 11

1 A

自然体験に関
連する県の取
組等をまとめた
ページを新たに
作成し、プログ
ラムの企画・実
施にあたって参
考となるような
情報を発信する
ことができた。

自然体験プログラム実践講座に参加する団体のプロ
グラムや活動内容をエコロしーが等で発信する。

29 1 A

実践講座の中
で参加者同士
がつながり、自
然体験イベント
にて共同出展
するなど、相乗
効果を生むこと
ができた・

自然体験プログラム実践講座に参加する団体同士の
交流を図る。

2500 A

目標来場者数
を大きく上回る
参加があり、子
どもやその保護
者に自然とふれ
あう重要性等を
啓発することが
できた。

自然体験イベントの参加者数500人を目標とする。
引き続き、自然の中で、遊びや体験から学ぶことの意義を理
解し、プログラムを実践できる新たな人材の育成・確保を進め
る必要がある

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1 B

県HPで開発し
たプログラムを
掲載・周知予定
のため。

人材育成講座の３回の開催を目標とする。

県HPで開発し
たプログラムを
掲載・周知予定
のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2513人 B

目標の3000人
に届かなかった
が、人口の少な
い地域で開催し
たことが要因。

木育イベントの来場者数について、近年の実施状況を
踏まえ、年間3000人を目標値とする。

昨年度よりイベン
ト開催回数減によ
り来場者は減と
なった

今までやったことのない地域でのイベント開催や、木育製品
の貸出方法変更により、新たな地域やより多くの施設で木育
を広めることができた

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1 B

県ホームページ
にて環境学習ツ
アー開催案内
を１回掲載し
た。

県基本構想実施計画において、淡海環境プラザを活
用した環境学習の実施回数25回以上を目標としてお
り、淡海環境プラザの活用方法を周知していく。

昨年度は実績
なし。

- 4 A

県の関係所属
や委託業者と
連携し、水環境
学習ツアーを4
回実施すること
ができた。

環境学習ツアー開催にあたっては、関係団体と連携し
ながら実施する。

昨年度は実績
なし。

111 A

県の関係所属
や委託業者と
連携し、水環境
学習ツアーを4
回実施し、計
111名の参加が
あった。

環境学習プランの紹介パンフレットを作成し、学校等に
配布する。

令和5年度に新た
に実施

・環境学習プランの周知
・より環境への理解が深まるような環境学習ツアーの検討

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

85 A
SNSを利用し積
極的な情報発
信を行った。

琵琶湖森林づくり基本計画において、多様な主体との
協働により森林・林業・農山村づくりを進めることとして
いる。

昨年から引き続
き、積極的な発
信を行った。
R5実績　93

76 5 A

他課主催のイ
ベントに出展
し、連携を図っ
た。

琵琶湖森林づくり基本計画において、多様な主体との
協働により森林・林業・農山村づくりを進めることとして
いる。

昨年度類似実
績等なし

1000 A

近江富士花緑
公園にて森林
や林業に親しむ
イベント「水源
の森オータム
フェスタ」を実施
した。

琵琶湖森林づくり基本計画において、多様な主体との
協働により森林・林業・農山村づくりを進めることとして
いる。

昨年度類似イベン
ト等なし

今年度から森づくりに関する啓発イベントを実施しており、よ
り積極的な普及啓発を行っている。

○ ○ ○ ○ ○ ○

14組35名 B

2日間開催し、
各日10組程度
のところ1日目6
組、2日目8組の
応募があったた
め。

参加人数（1日10組）
コロナのため昨年
度は開催を中止し
た。

ネット申込等を活用することで手続きの簡略化及び事務負担
低減と参加者の増大を図った

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6校 ― A

全ての参加校
が、地域や家庭
との連携を図り
ながら取り組む
ことができた。

グッドプランナー校や取組継続校が、地域人材等との
連携を図りながら活動に取り組むことを目指す。

― 80% A

事後アンケート
において、肯定
的回答が92％
であった。

しが環境教育研究協議会において、CO2ネットゼロに
関する研修を行うとともに、好事例を発信し、学校にお
けるCO2ネットゼロに向けた取組を普及、推進する。事
後アンケートにおいて、実践発表における肯定的回答
（よかった、どちらかといえばよかった）を８０％以上と
設定した。

―
・取組コンクールに関する認知度が低く、応募校数が少ない。
・取組が広がるように、好事例の発信、啓発チラシや応募方
法の工夫を行う必要がある。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事前周知・広報が十分でなかったため、参加者が少数にとど
まった。

○ ○ ○


